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はじめに

我が国の人口高齢化については､近年､社会全体の関心が高まってきており､

国等の施策の中でも重要課題として位置づけられるに至っている｡公団におい

ても､住宅建設部門において､いわゆる ｢シニア住宅｣の建設や､財団設立の

動きが始まっている｡そうした中で､主としてニュータウンの基盤整備を行う

都市開発地区においては､高齢化がどのように起こり､公団としてどのように

対応していったらよいのか､考え方をまとめておく必要があるだろうというこ

とで､本研究が実施されることとなった｡

都市開発地区の中では､施行者である公団は､最終的には､土地の処分とい

う形でその地区との関係を離れてしまうため､公共団体等と異なり､当然その

対応には限界がある｡また､開発の初期においては､高齢化に対する地元の対

応等も､必ずしも明確ではないと思われる｡そうしたことを念頭に置きながら､

方針 (秦)という形でまとめを行った｡今後の事業展開の中で､それらをどの

ように取り扱っていくのか､関係者のご検討をお願いしたい｡

本研究は､住宅 ･都市整備公団が､ (財)日本建築センターに委託して実施

したo具体作業に当たっては､ (樵)山手総合計画研究所の協力を一部得た｡

又､高齢化のシュミレーション予測については､東京都立大学の上野淳先生の

卓重な研究成果に負 うところが大きい｡この場を借りて感謝致 します｡
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1 _ 吉岡 査 の 位 置 付 古ナ ー 方 針

我が国の人口高齢化は､その比率の高さと､増大するスピー ドが大きな問題

であり､社会全般にその対策が急務であるといわれている｡このような状況を

踏まえ､本調査は､都市開発地区における公団の役割に留意 しつつ､主として

都市開発事業における高齢化対応方策を研究する｡

本調査では､都市開発地区における高齢化のメカニズムを分析 し､まちの熟

成 とともに高齢化 していく過程の中で､適切な対応が可能なまちづくり方策を

検討する｡そのため､過年度調査において得 られた計画的住宅地等における高

齢化の特徴をもとに､モデル地区の調査等を行い､都市開発地区における住宅

宅地供給のあり方､交通基盤整備のあり方､施設 ･サービス整備のあり方につ

いて検討する｡

2 _ 調 査 内 容 と 調 査 系吉 巣 の 概 要

1 ) 住 宅 ･ 宅 地 供 給 の 方 針

(1)調査内容とその方針

モデル地区を選定 し､その計画等における考え方を整理すると共に､既往の

調査を基に将来的な高齢化の状況を予測 し､都市開発地区において供給する住

宅の種類等についてのケーススタディを行 う｡又､住続けられる住宅のための

基本要件について検討 し､高齢化に対応 した住宅のあり方についてまとめ､併

せて都市開発地区における住宅 ･宅地供給の方策についてまとめる｡

(2)調査結果の概要

(丑住宅 ･宅地供給における計画条件の考え方

新規の都市開発の計画においては､計画人口 ･人口構造の設定が重要な要

件となるDその捉え方の前提条件としては､ ｢計画目標聖｣と ｢需要対応型｣
との2つの立場があり得る｡どちらの立場をとるかによって､住宅供給のあ

り方はかなり異なってくる｡但 し､高齢者の出現状況をある程度コントロー

ルでき得る手段として､賃貸 ･分譲の比率､戸建 ･共同建の比率､供給する

住宅規模の水準､開発速度等があることがわかった｡

以上のような検討を踏まえて本研究での方針は以下のように考える｡

新規の都市開発地区に対する社会的要請､需要者層等を考えると､これま

での住宅 ･宅地供給のやり方を大きく変えること (処分を遅 らせる等)はし

ないが､計画当初の初期値がその後の推移に大きな影響を与えることから､

住宅 ･宅地の供給時点においてある程度の関わりを持つことが期待 される｡

今後は､高齢者対応も含め､多様な住宅 ･宅地の供給を行い､将来の多世代

交流の物理的受け皿を用意 していくことを重要課題とする｡

具体的方針 (秦)を以下のように整理する｡
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●将来の高齢者の居住に対応 した住宅の導入

･高齢者同居に対応 した条件を備えた大型住宅 (ex,三世代住宅等)

･高齢者のみ世帯の自立的居住に対応 した条件を備えた住宅 (eX.シニア

住宅等)

●高齢化の急速な進展を緩和するための対応方策

･住宅供給時期の工夫

･住宅と他用途施設等との複合開発

●誘致施設等に対応 した青年層のための住宅の導入
･独身寮 (業務施設)

･学生寮 (大学)等

･社宅 .官舎等の導入

●土地利用計画への反映

住宅 .宅地供給に関する土地利用計画の検討に際 しても､上記の点を踏

まえつつ､高齢者のみが集中して居住することを避け､多世代が交流す

(塾高齢化に対応 した住宅の考え方

都市開発地区における住宅については､将来的に居住者の高齢化が進行す

ることを考え､身体的状況が変化 しても､永 く住み続けることが可能である

ような建築的条件を備えたものを､開発当初から供給 していくことが重要で

ある｡

今後建設される公営住宅については､ ｢公営住宅建設基準の改正｣ (平成

3年7月12日建設省令第13号)により､高齢対応に関する基本的な事項が定め

られているO又､先進的な自治体では､建築条例等で高齢者のための福祉対

応を義務づける動きが出てきており､その対象として､共同住宅が含まれる

例もある｡都市開発地区において供給 される住宅についても､少なくともこ

れらの点についての対応が図られるよう求めていくことが考えられる｡

以上の点を踏まえ､都市開発地区における住宅の高齢者対応についての方

針 (莱)を以下のように整理する｡

●居住者が都市開発地区の中で住み 続 け られ るように配慮された住宅供給
を実現する｡
●開発地区内に供給される集合住宅 につ いての高齢化に関する一定要件と
して､以下の内容が考えらる｡

1.住戸内段差は原則禁止 (例外-玄関夕タキ部分等)
2風呂.トイレ.廊下に手すりの下地を設置
3階段部分の手すり設置一
4外部から住戸入り口へスムーズに到達できるルートの確保

(捕)上記の他にも､経年後の改変が困難な点について､当初建 設の
段階で対応していくよう要請していくことが基本的に必要である○
ex.分譲形式の中高層集合住宅における原則的なエレベーターの 設置



2 ) 交 通 基 盤 等 の 整 備 方 針

(1)調査内容とその方針

既往資料や高齢者に配慮した交通基盤等施設に関する事例の収集により､高

齢者の状況に応 じた設計目標のレベル別の設定を検討 し､都市開発地区におけ

る交通基盤整備のあり方について検討する｡又､高齢者に配慮した交通基盤整

備について､先進的に取組んでいる自治体に対 してヒアリングを行い､参考と

する｡

(2)調査結果の概要

(丑基本的考え方

高齢者が快適に行動できるインフラ整備の基本的な考え方は､以下の4点

とする｡

①ノーマライゼーションの達成に寄与するモビリティ (移動利便性)の平

等の保障をめ1gすO

②移動制約の様々な段階に対応する (加齢のプロセスに対応する)安全性

を保障するo

(診 ｢豊かな生活｣の一環として快適な移動を考えるO

(診整備レベルの考え方

高齢者の行動特性は､行動に全 く不自由のない人から寝たきりの人まで非

常に幅が広 く個人差が大きい｡従って､交通基盤整備を行うにあたっては､

段階的な整備が費用対効果の面からも現実的であると考えられる｡

そこで､整備レベルを､次の2段階に分けて考えるものとする｡

●レベルA (基本レベル) :高齢化社会対応の基本的な整備レベルとして

場所を限定 しないで実現すべき整備水準とする○整備の対象は､若干の

休力低下､又は杖をつく程度の､一人で外出することが可能な自立型高

齢者とするO

● レベルB(高齢者 .身障者対応 レベル) :介助者の労力をも軽減できる
ような､より高水準の整備レベルとし､高齢者の利用や活動の密度の高

い領域を中心に適用する○又､基本 レベルで基本的なモビリティを保悼

できない場合にはレベルBを援用するものとするo対象は､介助者の助
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3 ) 施 設 - サ - ヒごス の 整 備 方 針

(1)調査内容とその方針

既往調査を整理 し､また事例の収集を行うと共に､モデル住区を選定し､人

口の将来予測を基に高齢対応施設の設置およびサービス供給に関するケースス

タディを行うQ更に､大規模な開発地区等を擁する自治体にヒアリングを行うD

その結果をもとに､都市開発地区における高齢者対応施設､サービスの供給等

についての公団の役割を検討 し､制度の改善等の提案を行う｡

(2)調査結果の概要

地域にいつまでも住み続けられる街づくりを考える際には､在宅福祉サービ

スが不可欠である｡在宅福祉サービスの展開のために必要な地域をカバーする

施設ネットワークとしては､利用者の特性 ･サービス内容から､との住宅から

も徒歩圏にサービス提供の場があるという配置を考えるへさである｡想定され

る施設ネットワークとしては､ ショー ト･ステイ機能を備えたデイ ･サービス

センターを地域拠点とし､そのブランチとして独立 したデイ･サービスセンタ

-を配置するという構成が考えられるo

我が国の高齢者福祉の現状を踏まえ､都市開発地区において､主として在宅

福祉の達成のために何を検討 しておくべきか､方針(塞)を以下のよう整理する｡

●新規地区の土地利用計画策定にあたつては､各市町村の策定する福祉の

ネットワ-ク構想に沿いつつ､高齢者対応の福祉施設計画について積極

的に関係機関と協議 していく○

●他の福祉施設等 (保育園等)との複合化や施設転用のため､用地の暫定

利用､あるいは借地の可能性を検討する○
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第 1章 住宅 ･宅地供給 の方針

1- 1 住宅宅地供給における計画条件の考え方 一日- - - 一一-一一日一一一

計画人口と人口構造の設定の考え方

人口構造を調整するためのツール

賃貸 ･分譲比率,戸建 ･共同建比率による高齢化の特性

住宅規模による高齢化の特性

開発速度 による高齢化の特性

住宅 ･宅地供給方針 (秦)

1-2 具体都市開発地区における高齢化プロセスのケーススタディ

1.都市開発地区における高齢化のプロセス - 一一一- 一一一一一一日一一一

1)都市開発地区における高齢化の進展パターン 一一日一一日一一一日一一

2)高齢者出現予測モデル

2.多摩ニュータウンにおけるケーススタディ

1)コーホー トモデルによる推計

2)住調モデルによる推計

3)多摩ニュータウンのまとめ

3.萱田地区 (八千代ゆりのき台)におけるケーススタデ ィ
1)萱田地区計画諸元
2)萱田地区開発プログラム

3)各モデルによる推計

4)萱田地区のまとめ
2- 1 高齢化に対応 した住宅の考え方

住み続けられる住宅のための設計仕様上の基本要件

公営住宅建設基準の改正について

地方公共団体における取 り組み

住み続けられる住宅のための基本フレームの考え方

面積 ･フロンテージ ･階高 ･間取 り等の基本要件

コス ト試算

高齢者対応住宅に関する方針(秦)
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参考 1 ミル トン･ケインズでの計画手法

下図は､ ミル トンケインズニュータウンにおける人口計画による20年間の性

別 ･人口構成の推移の予測結果をまとめたものである｡ ミル トンケインズは､

既存人口4万人､新規流入人口20年間15万人､その後の自然増を合わせて最終

的に25万人の新都市を建設する目標であるO ここでの人口計画 (予測) も､基

本的にはフック式を踏迷 しており､次の5段階のステップで行われているo

l年齢別 ･性別人口構成の予測 (既存ニュータウンおよび国調データ)

2.婚姻状態別配分の予測 (年齢別 ･性別特殊婚姻率を適用)

3.総世帯数の予測 ((2)のグループ別に世帯主比率を用いて推計)

4.規模別 ･タイプ別世帯配分 (既存データによる)

5.子供数､世帯主年齢等の分布数の予測 (簡単なモデルで分類)

ここでは､世帯の移動 (転出入)はある (年 4%) としているものの､転出

世帯 とその後への転入世帯の入口構成上の差異は無視できる､ としている｡

このように､イギ リスにおける人口計画は､年齢階級別､性別人口を推計の

基礎集団 (コーホー ト) として､ これが死亡率 ･婚姻率 ･出生率などの一般人

口指標に従って変化するものとして､各予測年次のコーホー トを算出 し､これ

をベースとして､世帯の状態 (規模 .タイプ .子供教育)を得ようとする方法

によっている｡ この方法は､人口が他の計画条件 とは独立に､まず先に考えら

れて､得 られた人口推計の結果によって､住宅供給 (規模 ･型別)の中身を考

えていく､ という場合に適 しているものである｡ しか し一般には､人口構造の

あり方に､計画上それほどの優位性認めるだけの規模はとぽしく､社会的､経

済的条件によって､建設 される住宅の丑や質が先行的に決定 されることが多い｡

その場合には､ こうした方法の適用には大 きな制約があることは明 らかである｡

図卜2 ミル トンケインズにおける人口計画
■-

】oo(和人 5000人 0 5,000人 10000人

出典 :｢新建築学大系20住宅地計画｣彰国社
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参考 2 多摩ニュータウンでの計画プロセス

図1-3多摩ニュータウン計画のプロセスの概念図

〔開発地域の韮聡条件一人口構造) (一般的条件一基喋的広域的条件〕

出典 :｢多摩 ニュータウン開発計画1965報告毛 1
日本都市計画学会 ･日本住宅公団(19-



2 ー ノ＼ 口 構 造 を 調 整 す る プこ め の ツ - ノレ

計画条件の中で､高齢者の出現を調整するためのツール (変数)をなす もの

としては､以下のものがある｡

･賃貸 ･分譲比率

･戸建 ･共同建比率

･住宅規模

･開発速度

1 ) 章 二【葺 ･ 分 譲 上ヒ 率 , 戸 建 ･ 共 同 建 上ヒ 率

iこ よ る 高 歯令イヒ の 特 性巨

賃貸 ･分譲や戸廷 ･共同睦の別等の住宅種類による人口構成の高齢化動向の

特徴を整理すると以下のようになる｡

表1-1住宅の種類による人口構成の高齢化動向の特徴

住宅種類 入居時の構成 転出入の動向 高齢化の状況 高齢者居住状況

戸建持家 年齢段階高い 定着率高い 高齢化が早い 三世代居住の中の高齢者が多い

公団分譲 年齢段階ある 定着率やや高 高齢化が進み 独居と三世代居

程度高い い やすい 住の高齢者多い

公団賃貸 年齢段階若い 一定の転出入 20年以上経過 独居と夫婦のみ

と定着層 すると高齢化が進む 高齢者が多くなる傾向

民間賃貸 年齢段階若い 転出入が激し 高齢化は進み 低家賃住宅での

出典 :｢都市開発地区における高齢化に対応 した

サービス提供に関する基礎的調査(その3)｣
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2 ) 住 宅 規 模 iこ よ る 高 歯令イヒ の 特 性

供給 される住宅の規模によって､高齢者の出現状況に違いが生 じる｡より

小規模な住戸とより大規模な住戸に高齢者が出現 しやすい傾向があり､前者の

ほとんどは高齢者のみの小規模な世帯であり､後者は三世代世帯等の高齢者の

他世代が同居する形態が多いo このような高齢者の家族形態によって､必要 と

する施設ニーズや生活支援等のサービスニーズが大きく異なって くるので､こ

の点にも留意する必要がある｡

図1-4高齢者含世帯の出現率

(S63住宅統計調査
:首都60km圏)

-2室 3宰 4空 5王 ら壬 7重 -

ミ149=) (8ねこ) (19351) (277弧) (2226() (2224=)

<持家共同延の場合>

～22 32 i2 52 62 72-

1605r) (1650Z) (5232Z) (1797r) (4llI) (26T:)

蓑1-2高齢者含世帯出現率の相関係数

- :El]

- 天沸

一一･･夫子
- ･三世代

I--その他65
- 台il

単身 夫婦 夫子 三世代 その他 高齢者含世帯

持家戸建 一〇_8101 -0.8620 0.6139 0.9419 -0.4303 -0_0675



3 ) 開 発 速 度 iこ よ る 高 歯令イヒ の 特 性

都市開発の速度によっても､高齢化の状況に違いが生じる｡短期間に同質

な者が多く来任した場合には､定住率の高低にもよるが､一般的には人口の

偏りが著しく､団塊状の高齢者が出現 しやいと考えられる｡時間をかけてゆっ

くりとした速度で開発すれば､人口の分布は平準化しやすい｡

図1-5団地の人口ピラミッドの経年変化の例

)√ノ∴ し !≒ 己皆 ≡珂｢-2_L J74.小A).～

昭細8年畷鼠2年E) (27,En6人) 昭細9年限2年目)(a

己∫ ら 』 ≧ ∵｢.･..｣ ∵
昭細5年慣E妙年目) C4,332〟 昭細5年間…舟年目) C21.516ノJ

l r3--J Ft 』旦Ⅰ==

出典 :｢高齢化社会に向けての住居 ･住環境の課題｣
日本建築学会(198410)
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3 _ 住 宅 一 宅 地 供 給 方 針 く案 )

新規の都市開発地区に対する社会的要請､需要者層等を考えると､これまで

の住宅 ･宅地供給のやり方を大きく変えること (処分を遅らせる等)は難しい

と思われる｡住民の年齢構成をコントロールすることは非現実的である｡しか

しながら､計画当初の初期値がその後の推移に大きな影響を与えることから､

住宅 ･宅地の供給時点においてある程度の関わりを持つことが期待される｡高

齢者対応も含め､多様な住宅 ･宅地の供給を行い､将来の多世代交流の物理的

受け皿を用意していくことが重要であるO

●将来の高齢者の居住に対応した住宅の導入

･高齢者同居に対応した条件を備えた大型住宅 (ex.三世代住宅等)

･高齢者のみ世帯の自立的居住に対応した条件を備えた住宅 (ex.シニア

住宅等)

●高齢化の急速な進展を緩和するための対応方策

･住宅供給時期の工夫

･住宅と他用途施設等との複合開発

●誘致施設等に対応した青年層のための住宅の導入

･独身寮 (業務施設)

･学生寮 (大学)等

･社宅 ･官舎等の導入

●土地利用計画への反映

住宅 ･宅地供給に関する土地利用計画の検討に際しても､上記の点を踏

まえつつ､高齢者のみが集中して居住することを避け､多世代が交流す

るような住宅配置とする｡



参考 世帯数と世帯構造の変化について

(1)世帯数と世帯構造に関する一般的状況

①世帯構成

昭和60年国勢調査によれば､一般世帯数書lは3798万世帯で､世帯員数は1

億1933人である｡その内訳は表1-3に示す通りで､親族世帯●279%､非耕族

世帯"0.2%､単独世帯●421%であるO単独世帯の内訳は､1戸を構えて住ん

でいる1人世帯が81%､会社などの寮､寄宿舎､下宿屋に住んでいる1人世

帯が16%､住宅に間借りの1人世帯が3%となっている｡又親世帯の中では

核家族世帯が約4分の3を占めている｡中でも最も多いのは､夫婦と子供の

世帯 (66%)で､次いで夫婦のみの世帯 (23%)､女親と子供の世帯 (9%)

男親と子供の世帯 (2%)である｡

表113一般世帯の構成 (昭和60年国勢調査)

世帯の家族類型 世帯数(1000) 構成(%)

総数 37980 100.0

A 親族世帯 30013 79.0

Ⅰ核家族世帯 22804 60.0

(1)夫婦のみ 5212 13.7

(2)夫婦と子供 15189 40.0

(3)男親と子供 356 0.9

(4)女親と子供 2047 5.4

Ⅱその他の親族世帯 7209 19.0

B 非親族世帯 73 0.2

出典 :｢家族のゆくえ｣東京大学出版会

②核家族世帯日と単独世帯の動向

国勢調査による普通世帯日における核家族世帯と単独世帯の推移は以下の

通りである｡核家族世帯は､昭和30年から昭和50年までその割合が次第に高

くなっており､核家族化が進んできたことを示しているが､昭和50年以降は

その割合が下がっている｡一方で単独世帯は､一貫してその割合が高まって

いることが特徴的である｡

- lil←

% 図116核家族世帯の割合 (普通世帯ペース)
64

63

62

61

60

59
｢告もJ･j Ii5 A!0 45 50 55

図1-7単独世帯の割合 (普通世帯ベース)

(2)三世代世帯の動向

35 40 45 50 55 60

出典 :｢家族のゆくえ｣東京大学出版会

①世帯主率書丁が大きく高まると想定 した場合

大都市4県の世帯主率を全国の先行モデルとし､将来全国の世帯主率が相

当に高まるとした場合には､三世代世帯は減少を続け､昭和60年に7209世帯

であったものが､40年後の平成37年には5800世帯､全体の116%となる｡

これは､世帯数の増加が､人口の増加よりも急速な場合であり､平均世帯

人員は減少する結果となる｡

核家族世帯は､昭和60年の2280万世帯から30年間で3068万世帯まで増加す

るが､その後ほぼ横ばいとなる｡単独世帯は増加が著しく､40年間で1364万

世帯となると予測される｡

千

26
24

22

20
18
16141210

図1-8世帯数の将来推計①

J _ー_⊥__MIL__I L - - -｣l

TL城 2 7 一∠ 17 2Z 27 32 37
- は家 族 世 々 一一一三TRlて世帯 4枚 世 祥

出典 :｢家族のゆくえ｣東京大学出版会
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1 ) 者rS市 開 発 地 区 iこ お 古ナ る 高 歯令イヒの

進 展 ノヾタ - ニ/

都市開発地区においては､以下のようなプロセスで人口の高齢化が進展する

と考えられる｡

(1)入居要件

まず､都市開発地区の立地環境､供給される住戸のタイプ､家賃または分譲

価格によって､入居階層が規定される｡

立地環境により､都心部への距離や生活上の利便性が異なり､これらの条件

によって需要者も異なる｡

また住宅規模により入居者の家族タイプに違いが生じる｡もしワンルーム～

2LDK程度の小規模な賃貸住宅が主として供給された場合､三世代世帯が入

居する可能性はほとんどないO反対に大型住宅 (4DK程度以上)が供給され

た場合は､当初から三世代世帯の形で高齢者を含んで入居する場合が多いと考

えられる｡

また､家賃 ･分譲価格については､これらの条件が居住者の年令層 ･経済的

階層を規定 し､ほぼ同じ時期に開発された団地でも､賃貸価格や分譲価格によ

って､入居者の属性が異なる可能性が大きい｡

このように､都市開発地区の場合､供給される住宅の条件によって入居階層

が規定され､特に一律的な条件で計画された場合には､一様な居住者が大量に

入居 し､経年するとともに定住率が高い場合には､地区全体の高齢化が極めて

顕著に現われる可能性が高いQ

(2)定住要件

都市開発地区の高齢化がどの程度進捗するかは､その地区の定住要件にかか

わっている｡主な定住要件としては､立地環境､住宅水準､経済条件の3つが

考えられる｡利便性および自然環境に恵まれているかどうか､世帯変化に対応

し得る住宅水準が確保されているかどうか､家賃 ･返済金などが居住者の経済

条件にみあっているかどうかが､居住者がそこに住み続けるかどうか (住み続

- 1 3 -

けて高齢化するかどうか)の重要な決定要因である｡

特に､経済条件に関しては､賃貸の場合､公団住宅の家賃設定が長期居住に

有利にはたらく状況にあるので､経済的に困難な層が定住する傾向がある｡分

譲の場合にも物価上昇との関係から長期居住の方が有利になるが､キャピタル

ゲインがその時の社会 ･経済条件に対して相対的に生 じた場合には､住み替え

促進の方向に働く｡

以上のような条件によって定住-住み替えの動向に違いが生 じると考えられ

るが､公団住宅入居者全体の近年の傾向としては､永住希望が増大する傾向に

ある｡ (図1-13,図1-14)

(3)住宅規模と世帯変化の関係

入居後の居住者の世帯変化の過程では､住宅の規模水準が規定的に働く.

小規模な住宅の場合は､一般的に住み替えが活発に行われると考えられるが､

径年数が長くなるほど､格段に立地が良い場合を除いては､老朽化から若年世

帯にとっての魅力が相対的に低下し､小規模な高齢者世帯 (高齢者のみ世帯 ･

高齢者と単身の子供等)が沈澱 していく傾向が強く現われる｡

三世代同居等の世代間同居が行われるには､少なくとも大型住宅 (4DK程

度以上)であることが必須の条件であろう｡また､戸建て住宅等で､接地性が

高く､単独での増改築が可能な場合は､同居へのインセンティブが強いと考え

られる｡

既存の公団住宅の場合には､賃貸住宅の4LDKのストックはわずか0.9%で

あり､分譲住宅のストックは20.8%である (H2.定調結果)O住宅規模の制約か

ら､既存の公団住宅のかなりの世帯では､ライフステージの上昇とともに子供

の世帯分離により空巣化が進み､高齢核家族化する可能性が高いO



図1-11住宅の建築時期別高齢者含世帯の出現率

<持家戸延の場合>
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図1-12住宅の規模別高齢者含世帯の出現率

<持家戸連の場合>
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･住宅の建築時期別に高齢者のいる世帯の出現率をみると､古い建築時期のも

のはど高齢者のいる世帯の出現率が高い｡

･住宅の規模別に高齢者のいる世帯をみると､より小 さい規模とより大きな規

模の住宅での出現率が高い｡小さい規模の住宅では､高齢者のみ世帯が多く出

現 し､大きい規模の住宅では､三世代世帯が多 く出現する｡
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図1-13永住希望率の推移

図1-14管理開始時期別住宅別永住希望比率

(%)<賃貸住宅の場合>

11く 2Dlく 31く

(%)<分譲住宅の場合>
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･公団住宅における永住希望の比率は､賃貸で46%､分譲で47%と､約半数に

近い比率となっている.60年定調と比べて､賃貸では約14倍､分譲では約13

倍に伸びている｡

･管理開始時期別にみると､いずれも前回調査に比べ､永住希望率は伸びてい

るが､30年代の賃貸では60%に達 している｡ これらの住宅での永住希望の増加

による急速な高齢化が予測される｡





(2)住調モデルの概要 (入居時期別室数規模別高齢者含世帯出現率) ③t

①住調モデルめ前提条件等

･昭和63年度住宅統計調査 (首都大都市60km圏)の結果をもとに､簡易的に

設定した予測モデルであるo

･3年間残留率は､上野モデルと同L:く戸建持家-95野､公団分譲-90%､
公団賃貸-85% と設定O

･新規入居者は､常に当初値と等しい年齢構成と仮定○ (将来的に住宅需要

層の年齢階層が変化すること等は考慮されていないo)

②試算のプロセス

表卜 5試算のプロセス.持家戸建6重以上の場合
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住調モデルの高齢者含世帯出現率設定

1



弧

5
2

卸

加

1

< 公 団 等 分 譲 住 宅 4室>

ぴa /

I /
!3

2/

花 8.ヲも la

0 ___｣.I.- ___JL_ー HJ_3 12 2 I4 y一一､
gI gー_ 隻__ __頃▼,_ ｣jt_ .2:T __.邦___｣旦さ_ 些｣

<公団等分譲住宅 5室●3>

㈲
50

40

仇

3)

1〔I

r) 3
は車扱 4t f俄 Sl r., 乱

帆

弧

功

刀

乃

-

24 文トー

27% 351 45‡ 55号

<公田等分譲住宅6室>

/3&:/

27Ⅹ / /rl

W./一一二fI
I 13㌢___〟 -SS ====-I

J 3 12 Z4
捷年数 12S 13; 14芝 151 1払 20x 241 28も 泡 45‡

- 17-

*1 :敷地100m2以上持家戸建のデ-タを援用o尚､5室以上
のデータは得 られなかったので､持家共同建 (6重)の
データを援用 した｡

*2:公団 ･公社賃貸住宅のデータを援用
*3 :持家共同連のテ-タを援用
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1 ) ヨ ー ホ - ト モ デ ノレ こ̀ よ る 推 冨十

｢多摩市高齢者住宅計画｣ (多摩市H3.3)で示されているコ-ホ- ト推計値に

よって､多摩ニュータウン (多摩市域)の人口推計を行った｡

●多摩NT (多摩市域)の人口は､入居が開始された昭和47年以降､一貫 して増

加傾向を示 してきたO

●65才以上高齢者人口の平成2年度現在の比率は､NT全体では､38%である｡

地域的には多少のばらつきがあるが､いずれの地域でも5%以下であるO既存区域

での比率に比べると､極めて低率である｡

●ところが､人口推計でみると､経年するに従って､NTでの高齢化の進捗が著

しく進み､2000年には､多摩市既存地域とNTの高齢者人口比率がほぼおなじく

なり (既存9.1%､NT86%)､2005年には､NTの高齢者人口比率 (12.5%)が

既存地域のそれ (97%)を上回ることが予想されている｡

l図卜18多摩ニュータウン (多摩市域)コーホー ト人口推計
14.nOO

12.MO

川.ODO

8.000
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注1:コーホー ト変化利ま1985年の順一(帆 )かil99時 の(N･5)逮-(N.9)韻になる比率
旺2:NT地域のコ-小一 ト変化甲は馳ih･永山地底のAaを放用する

注3:0-4歳の推計人｡は199時 の20-39頚人口に対する0-は 人口の比平を各年の20-39議の推計人口に掛けたもの

荘!.:7CO岬 までに､.lT地域で予51される所収入居8000人をtn95fl:と2000年に4000人づつJ990年の人口比串で加えた
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図卜19多摩ニュータウン (多摩市域)と多摩既存地の年齢構成の比較(1985-2005年)
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図1-20地域別65歳以上人口率
(各地域の総人口に占める

65歳以上人口の構成比率)
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表1-10各住区別高齢者含世帯出現数の推計結果
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図卜23各住区の供給年代別賃貸 ･分譲の割合
(参考)

諏訪

永山

月収

豊ヶ丘

落合

雀蔦牧

聖ヶ丘

2010年2005年2000年

図卜21各住区別高齢者人口率
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3 _ 萱 日ヨ地 区 くノ＼ 千 代 ゆ り の き 台 )

iこ お iナ る ケ - ス ス タ デ ィ

1 ) 萱 田 地 区 言十 画 諸 元

表1-11計画諸元

萱田地区 施行面穣 98ha 人口密度 120人/ha 中豊施行期間 昭和与4年 度-平成2年度
計画人口 12000人 三十画戸数 2960戸

施 行 者 住宅 一都 市整備公庄i

事業名称 所 管

所iE地 委託 .受託

交通現況(地区中心から) 駅まで約50分 家 屋 敷 5g戸 (16g捷)損 高 Is m-25m

施行前地目割合(%) 山林原野 田 畑 宅 地 その他 公共用地 進 捗 率(%) 造成面領 工事茨 仮換地指定

種 別 面積 (rrI) ml/戸 戸数 人/戸 人口

公団敬得用也 計画住宅用地 90132 138 650 3.8 2500

宅地分譲用地 120283 197 610 4.2 2550

施設用地 148987 210 3.8 BOD

計 359402 1470 5850

その他民有地 314646 211 1490 4.1 6150

表1-13関連事業 表1-14公益的施設計画

種別 卒策主体 事集丘

地区外正典 3.3.7qh 八千代市

+.tゝ軸 童EL地区公国 八千代市

公園 既訳近隣公園 八千代市

下水道 'j三共下水道 八千代市

下水道 印鹿沼朗 下7柑 千頚県

下水道 棚 卸有下水鞄 八千代市

上水道 上7伯 八千代市

ガス ガス施設 大多喜天然ガス

⊃~i ゴミ処理施設 八千代市

種 別 歎 面現(rrI)

幼稚園 I 2.700

′J､芋校 2 4一.583

中学校 1 29,345

行致 .商策等 92.731

ー 2 5 -



2 ) 萱 田 地 即 日発 フ○ロ グ ラ ーゝ

】F経午数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15 20 25 30 35 40西 暦 1986 87 88 89 川90 91 92 93 94 1995 96 97 98 99 2000 2005 2010 2015 2020 2025

持莱戸建 宅地分謡 23 73 60 51 58 *250 50 50 50 40 I合計619_j7

共同分吉名 58 33

千葉県公社 22 一~ヽ

民間分謡等事l 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100l合計1500戸

小計 181 173 193 173 150 150 150 150 150 140 100 1DD loo 100 ノ100

(推計用値) 870 740 500

公響貸 lLDK(5lm7) 67 54 lコ 121

2LDK(68mz) 34 68 一コ∂ 川2

3LDK(81m7) 69 140 ーコ 209

4LDK(glmZ) 12 24 ーコ 36

合計 182 ■5286推計値468

喜 3LDK(89mz) 92 184 ⊂ー276
4LDK(98mり 80 160 lコ240
4LDK+1K(110) 12 24 rコ 36
合計 184 ◆5368推計値552

その他 社員寮*} (318 (318)質質隻 1LDt( 35 35 70

2LDK 35 3570
3LDK 35 35 70

合計 105 105推計値210

1民有地 (314,646nf 211nf//′戸 1490戸)の処桝ま､各軸 こ100戸づつ行われるものと仮定する｡延べい･客梗指定 50/100 からみて､戸建て住宅を想定｡
2 宅地用地 7.1ha 処分済. 残は､4_9r切｡戸当り 200m2/戸 で､毎年50戸程度を分譲するものと想定｡
3全日空単身寮 318室｡
4公巨【取得施設用地内の住宅｡公団賃貸住宅とし､1LDK′-3LDは で各70戸を供給するものと想定｡
5tt4.3管哩開始地区 (124-1BL)に頼じるものとし(125戸/ha)､束処分地5.2ghaに対し､660戸を想定｡間取りタイプも124-18L並と想定｡H7末に､管開 始｡
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3 ) 各 モ デ ノレ (こ よ る 推 言十

上野モデル､住調モデルの各々を用いて､以下の4つの条件下での高齢者出現に

関する推計を行った｡

(1)上野モデルによる推計 (表3-15,図3-21)

●現行条件下では､65才以上人口率は､当初7.5%(現八千代市-6.89%)で､そ

の後なだらかに推移し､2000年に10.27%(千葉県予測値-13.7%)､2020年にほぼ

定常状態の､14.8%に達する｡

●caselのように､高齢者のみ世帯からなるシニア住宅を入れた場合､入居

当初の1995年の段階で高齢者人口率が13.7%(日本全体の予測値-14.1%､千葉県

予測値-ll.3%)になる｡その後､緩やかに増加 し､2020年には､18%(日本全体の

予測値一23.6%)に達する｡

●case2のように､すべてを宅地分譲にした場合､現行条件下の出現率を下

回る｡戸建ての場合､三世代世帯や多人数世帯が主であり､家族構成員数全体に

対する高齢者の割合が相対的に低 くなることが反映しているためと考えられる｡

現行計画条件

case1:現行計画条件の賃貸住宅

1LDK .2LDKをシニア住宅とする

case2:現行計画条件の集合住宅

すべて宅地 (戸建)分譲とする

case3:現行計画条件の集合住宅の大型住宅をすべて小型住宅に

する

賃貸住宅-1LDK .2LDKのみ

分譲住宅-2LDK .3LDKのみ

(2)住調モデルによる推計 (表3-16.図3-22,図3-23)

●現行条件下では､65才以上含む世帯率は､当初20%である｡仮に､世帯当り1

5人の高齢者が出現するとして (以下､同様)､高齢者人口率を求めると72%で上

野モデルと大差はない (現八千代市-689%)｡

1995年時に集合住宅世帯の入居により高齢者含世帯率は一時的に低下する｡ し

かし､その後はなだらかに増加を続ける｡2020年の推計値は､高齢者含世帯率36

7%､高齢者人口率15.3%である｡

●caselのように､高齢者のみ世帯からなるシニア住宅を入れた場合､入居

当初の1995年の段階で高齢者含世帯率27.6%､高齢者人口率が12.3%(日本全体の

予測値一141%､千葉県予削値-ll3%)になる｡その後､緩やかに増加 し､2020年

には､前者が45.7%､後者が19.6%(日本全体の予測値一23.6%)に達する｡

●case2のように､すべてを宅地分譲にした場合､case3の住宅規模に
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着目し､小規模住戸を供給する仮定条件で試算 した場合ともに､高齢者人口率に

ついては､現行条件下のそれとほとんど大差はない｡一般的な住宅種類や規模を

コントロールする程度では､高齢化の状況にそれほど大きな違いが生じないとも

考えられる｡

4 ) 萱 田 地 区 の ま と め

●これからの新規の都市開発においては､特殊な条件設定をしないかぎり､社会

全般の人口の高齢化に連動 して､入居者のなかに一定程度 (今回のスタディでは

8%程度で､周辺地区の高齢化率と同様の値になっている)の高齢者が含まれるこ

とが前提となる｡将来的にも､日本の社会状況と同じく高齢化率は増加していく

●高齢者人口を積極的に受け入れる計画条件を設定したCASElの場合には､

計画当初及び径年後の高齢者人口比率の変化は小さい｡

表1115計画条件と高齢化の状況

例 高齢化の状況 特 徴 . 評 価

現行条件 ･1990-2010年の30年 ･高齢者人口のうち約7割が持家戸建

問に高齢者人口率が 居住者○家族同居の割合が高いo

7.5-15%に倍増する ･高齢者の人数が大幅に変化するので

高齢者施設の需要も開発当初と経年

後で激変する○

状況変化への対応策が必要o

CASE l ･高齢者人口率の変化 ･高齢者人口のうち約 4分の1はシニ
は､13.5-18%と微 7住宅居住者05割は戸建居住者o

増する○ ･開発当初から一定の高齢者人口があ

り変化も小さいので､当初からの高

●CASE2､CASE3のように一般的な住宅種類や規模をコントロールする

程度では､現行条件に比 してそれほど大きな違いは生 じない｡



図1-26高齢者人口率 (上野モデルによ る )

Cla

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

表卜16住調モデルによる推計

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

現行条件 20. 15.4叫 17.46 18.6 21.23 24.67 30.81 36.65
casel 20. 27.64 27.6 28.77 31.14 34.25 40.24 45,66

case2 20. 20.6 21,7 23.02 25.3 28.7 35.74 44.

cases 20. 13.48 15.56 17.09 19.35 22.8 28.71 34.6
i I

1g90年 1995年 2800年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

現行条件 7.24 6.65 7.29 7.8 8.87 10.3 12.87 15.3
easel 7.2 12.26 ll. 12.37 13.38 14.72 17.3 19.63

case2 7.24 7.23 7.6 8.ll 8.91 10.15 12.5 15.5

case3 7.24 6.15 6.86 7.5 8.5 10.0 12.6 15.26
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図1-27高齢者含世帯率 (住調モデルによる)

(%)
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図ト28高齢者人口率 (住調モデルによる)

(｡hl

2000年 2085年 2010年 2015年 2020年 2025年

- 現行条件

- case1

---- case2
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2 ) コ ス ト 試 算

(1)フレーム拡大に係るコス ト

基本フレームを拡大することに係るコス トは以下の通りである｡

表1-17基本フレームの拡大に伴 うコス ト増

<現行3DⅨの基本7トム:65rn2程度×2750mm>

規模階高+10m2 +20m2(70m2程度) (80nf程度)

+150mm(2900mm) +150万円 +300万円

資料 :｢高齢対応型住宅の開発研究｣東京都

但 し､この数値は建築工事費に係る増加分のみであるO先にも述べたように､

間口を広げる､階高を上げる等の住戸形状の変更は､容積効率を下げることに

なり､そのことによる土地費等のコス ト増が相当程度になると考えられる｡地

価の高い都市部では､この問題が大きいが､ここでの試算はそこまでの検討は

行っていない｡

(2)高齢期対応の改造に係るコス ト

上記のような新規建設の住宅で､居住者が住み続けて高齢化 し､その身体的

条件等の変化によって､手す り設置､設備改善 ･交換､あるいは間取 り変更等

の改変を行 う必要性が生 じて くる｡この改変に係るコストは､その程度によって､

次のような結果になる｡

- 30-

衰1-18高齢化対応の改造に係わるコス ト試算一集合住宅の場合-

Xa

資料 :｢高齢対応型住宅の開発研究｣東京都

(3)トータル ･コスト

基本フレーム拡大に係るコストは､いわばイニシャル ･コストである｡改造

に係るコストはランニング･コストである｡高齢化対応に係る建築コス トは､

両者を トータルしたものである｡

しかし､建築の場合､特に集合住宅の場合には､大規模な改造を行いたくて

ら､住宅の空間条件の制約からそうできない場合が多々ある｡ランニング ･コ

ス トをいくらかけても追いつかない場合がある｡その結果､建築的なバ リアが

多 くなれば多いほど､介護等にかかるマン･パワーのコストも当然掛かること

も予測されるO新築当時､高齢対応の必要性があまりなく割高な感があるかも

しれないが､住宅の基本フレームにゆとりを持たせておくことが､ ト-タル ･

コス トの上では極めて有利に働くと考えられる｡



3 ー 高 齢 者 対 応 住 宅 iこ 関 す る 方 針 (寡 )

上記 1)､2)を踏まえ､都市開発地区における高齢者対応住宅についての

公団の基本的考え方を整理する｡

●居住者が都市開発地区の中で住み続けられるように配慮された住宅供給

を実現するo

●開発地区内に供給される集合住宅についての高齢化に関する一定要件と

して､以下の内容が考えらる○

1.住戸内段差は原則禁止 (例外-玄関タタキ部分等)

2.風呂.トイレ.廊下に手すりの下地を設置

3.階段部分の手すり設置

4.外部から住戸入り口へスムーズに到達できるルー トの確保

(捕)上記の他にも､径年後の改変が困難な点について､当初建設の

段階で対応していくよう要請 していくことが基本的に必要である○

ex.分譲形式の中高層集合住宅における原則的なエレベーターの設置

等
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参考 1 基準化されている高齢化対応の仕様

●公共住宅

(1)公営住宅

①高齢化社会へ向けた建設基準

公営住宅には建設基準が定められており､平成3年以降に建設され

るすべての新築住宅

(1)屋外通行部分におけるスロープの設置､階段への手す りの設置

(2)住戸内の床の段差の解消

(3)浴室 .便所への手すりの設置又は将来の設置に備えた壁の補強

(4)共用階段等への手すりの設置

a高齢者等が容易に住棟にアプロー

チできるよう､屋外通行部分におけ

るスロープの採用や階段への手すり

の設置を行 うこととした｡

b.高齢者等がつまづさによって転倒

し､それによる負傷等の原因をなく

すため､住戸内の床の段差を解消す

ることとしたO (洋室､和室間､水

廻り､台所等間)

C.高齢者の立ち上がり･しゃがみこ

み動作の補助となるよう浴室 ･便所

に手すりを設置｡又は､将来の手す

りの設置ができるようにあらかじめ

壁の補強を行っておくこととした｡

d.高齢者等が安全に階段を歩行でき

るよう共用階段及び住戸内階段に手

すりを設置することとした｡

∴ 二 二∴ 二 三
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②高齢化社会に対応するための制度

公営住宅においては､建設基準以外にも高齢化社会に対応するため､以

下の制度が設けられている○

(1)老人対策のための公営住宅､中高層住宅にエレベーターをつける場合

等 も建設補助金の特例加算の対象とされる○

(2)公営住宅の規模については､老人世帯が同居する多家族向の場合には

特別に規模を大きくできるよう特例が設けられているo

(2)高齢者向公共賃貸住宅の供給促進 (福祉型借上公共賃貸住宅)

公営住宅等の供給については､地価高騰に伴 う用地取得のEfl難化により

供給が次第に低下 しており､ニーズに十分こたえられない状況にあるE,

高齢者向けの公営住宅の供給を補完するため､土地所有者の供給する良

質な賃貸住宅を地方公共団体等が借り上げ､家賃負担を軽減 して､高齢者

等に賃貸する制度である福祉型公共賃貸借上公共賃貸住宅制度を実施 して

いる (3年度に高齢者向として制度を創設 し■､4年度には福祉型に拡充 し

公団住宅においては､平成 3年度から室内の段差の解消､共用階段の辛

すりの設置等高齢社会に対する■設備 .仕様面での配慮を公営住宅に準 じて

標準化 しているo

また､入居に当たつても高齢者世帯の当選倍率を10倍にする優遇を図つ



参考2 高齢対応型住宅における住戸面棟の考え方

従来の集合住宅

･従来の3DK､2LDKの面横

･間取 りの工夫による高齢対応

個室数の減､通路部分を少なく､

水廻 りの間仕切 り工夫､玄関設え

の工夫.個室､公室の関係の工夫

従来の面積65rrf程度 (間取 り3DK､2LDK)から､面積を拡大 (フロンテ-

ジ方向)した場合どのような高齢対応が可能かを曳理すると､下図のようになる.面

横の拡大,フロンテ-ジの拡大は高齢対応を容易にする｡但 し､これらの条件は面横拡

大による供給戸数減､フロンテージUpによる容積利用効率の低減等の問題と対立する

便所洗面所浴室(約5帖) 玄阻 個室(6帖)
ホール

台所(約4.5帖) 廊下
収納

居間

収舶

傭室(6帖+α)

食事室

707Tf

自立歩行程度の高齢者への対応が容易に可能

･玄関､ホールをやや広めに

･水廻 りをやや広めに

･寝室を6畳+αに
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便所洗面所 玄関 個室

浴室(約6帖) (6帖)

ホール廊下

台所(約5帖)
収納

居間

収加

個室(8帖)

食都室

80mz

車椅子使用程度の高齢者への対応が容易に可能

･玄関､ホールを広く

･車椅子に対応できる広さの水廻 り

･寝室を8畳に

･充分な幅員のある (車椅子でも通行



従来の集合住宅における2.7m程度の階高をやや上げていった場合､どのような

高齢対応が可能かを生理すると下図のようになる｡階高UPは高齢対応を容易にし､

利点も多い｡但 し､階高UPは高さ制限､容積利用効率等の条件と対立する.

i i 璽i

iiiiiii幸華幸
二二二二三二

スラブはすべてフラット スラブはすべてフラット

｣
2.9m

･スラブフラットで床フラット

成が可能

･スラブフラットで落 し込み浴槽

が可能

･明確な段差 (格調高い)構成の

上 り権

･間取 りや構造の工夫 (exp.梁な

しスラブ)による水平移動装

階高2. 9m

･スラブフラットで床 フラット

成が可能

･天井高を確保 した上で和室の床

レベルを上げる

･堀 りゴタツの設置

･梁の工夫による水平移動装置の

設置

･建具高のUP

二二二二 ~㌻ ~~~

画 日
::丁莞-/:

架下で居室叔牡

天井高2.1mの托保

二~‥二二_‥二一

__ス与1はすべてフラット スラ_力 ますべてフ3 2_ト

ー34-

OA4JO O (

天非耐プラ･Jト

天)F満2.4JT一事t保

大型スラブ
(架なしスラブ cxp.ボイドスラブ



参考 4 高齢対応型住宅における間取 りの考え方

1.従来的な間取 り ･面横 を変更 した例 (間取 り例 1)

従来の傷石住宅

(65m2程度､DK型)

当初からこのような間取 りを設定 しておけば､軽微な改造で居住継続が可能になるD

但 し､多人数居住には対応出来ないO

- 去読 住宅からやや緋 ふ + )

(70m2程度)間取 りもLD型に変 ここ::コ

更 した例

ポ迄虹 ≡ ∃ F

.十ト_｣: L｢-** ; 玄関 ⊂コ
浴室

ホール｢㌦ .洗∩
脱衣室

.卜 汁

日⊂コ

.一一⊥⊥-lL-｢-Jl⊥ヽ1-l豪 壷 室 素読⊥_｣
--'1日 I】

l l無し_I_⊥ t-iI】
√/＼′ヽノ′】 -
】l

#

l

広い玄関

手摺牧声可鯛

高齢対応ユニットバス

広い洗面 ･脱衣室

手相奴鼓

主食室.茶

の間にもなる板タダミ付和室

段差をつくらない
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707Tf程度 LD型

共用廊下 - 廊下/ ALI

丁 ｢ l

;ポ⊥チ｢＼ 巨 -.｢一一一卜 LT-1 .L__1~｣洋室 ｣一 一l-I 子iJ的)広1(

玄関 /-I;-JL/

l ^ ^ .-A

浴室洗面.E衣宴ヨー

fiiJ1l■■垣妄 画
且/イー レ/ l/

⊂コ
台所

】

柄 一一一一一｢lrL--1-｣-LT-｣' ーIL_｢｢_∫_∴ 食事垂∴ し十 頂 r町 ;I ,.i--J-ILl_-

!ill 】

:Ll ｢-1】 - 和室≡し__｣｣

一日 ~lL__】 - 段i(可広一
く′へ､l立･ノ′( ､ノ).. 〈ヽJパル

下,玄関iElりに仕宅内からの

iJ七郎屈,立食寅に対応可

0帖粗度のLDスペース

変性に富む3枚引フスマ)

＼テラスバルコニー
外での食串も可柏)



2.間取 り例 2

70rrf程度､LD型

左記間取 りを､さらに居住者が身体的に

==コ 弱化 した場合､車椅子等を想定し､間取 二二=

りの工夫を施した (改造を施 した)例

スロープにて上り栂段差を

耕消する

ヰ梯子で使用できる水娼リ

墳墓と水贈りの馴ま水平捗
軌浪牡が放Fl可鵬

400-450程度上げた タタミ

ベッドス′く-ス

居住室を減らしたリビング

アクセス型



第 2 章 交通基盤等の整備方針

1.交 通 基 盤等 の整備方 針
i)交 通 基盤 等整備 の考 え方

2)高 齢 者 の行動領域 と整 備 レベル

3)交 通 基盤 等整備方 針 (秦 )

4)整 備 レベル に関す る資料

5)交 通 基盤 等 の整備 事 例

8
C人U
8
9
0

…

3
3
3
3
4

.4

●調査結 果 の概 要

(1)基本的考 え方

高 齢者が快 適 に行 動 で きるイ ンフ ラ整備 の基本 的 な考 え方 は､ 以下 の 4点 と

す る｡

① ノーマ ライゼー シ ョンの達 成 に寄与 す るモ ビ リテ ィ (移動 利便性 )の平

等 の保 障 を め ざす○

② 移動制約 の様 々な段 階 に対 応す る (加齢 の プ ロセ スに対 応 す る)安全性

を保障す る○

③ ｢豊 か な生 活 ｣ の一 環 と して快適 な移動 を考 え るo

(2)整備 レベ ルの考 え方

高齢者 の行動 特性 は､ 行動 に全 く不 自由の な い人 か ら寝 た き りの人 まで非 常

に幅 が広 く個 人差 が大 きい｡ 従 って､ 交通基 盤整備 を行 うにあ た って は､ 段 階

的 な整備 が費用 対効 果 の面 か ら も現 実 的で あ る と考 え られ る｡

そ こで､ 整備 レベ ルを､ 次 の 2段 階 に分 けて考 え る もの とす る｡

● レベルA (基 本 レベル) :高齢化 社会対 応 の基本 的 な整備 Lノベル と して

場所 を限定 しな いで実現 す べ き整備水準 とす る○ 整 備 の対 象 は､ 若 干 の

体力低 下､ 又 は杖 をつ く程度 の､ 一 人 で外 出す る ことが可能 な 自立 型高

齢者 とす るo

● レベルB(高 齢者 .身障者 対応 レベ ル) :介助者 の労 力 を も軽 減 で きる
よ うな､ よ り高水 準 の整備 レベル と し､ 高 齢者 の利用 や活 動 の密度 の高

い領域 を中心 に適 用 す るO 又､ 基本 レベ ルで基本 的 なモ ビ リテ ィを保 障

で きな い場 合 に は レベ ル Bを援 用 す る もの とす るo 対象 は､ 介 助者 の助







4 ) 整 備 レ ベ ノレ こ̀ 関 す る 資 料

(1)レベルAに関する資料

● 歩行者の通行動繰上
の段差は極力なくす｡

切下げ部､すりつけ部

の段差は2cm以下｡

● 階段の蹴上げは15cm
以下､踏み面は30cm以
上を標準とする (1/2

勾配以下)0

● 日常生活動繰上の階段

スロープには必ず手すり

をつける｡

華

● 日常生活動線上の階段付近は､照明により足元をできるだけ明るくする｡
JISZ9111道路照明基準

注IH ホf'gnua･又.'ま.少;Eqj給血 ヒの平均Bl1哩.
I2〉 i.I.此両肌11ヱ 歩)丘U-)lPこ乱ヒでコ給血上かち15mの
.(.,,さの'd絡柚(Iliして17ln/,f宍It而 r･の払 ′ト 叩 唆 ｡

JIS Z9110-1979 照度基 準

照明方式と対象空間､光源の関係

一丁訂 L l
f1

1

t,rナj･'T･ . ;.L】

弓mi -.一一一 l IK点C:4l

"･‥, - 11:･丁.二二

照明の形式は､ポール

照明､投光照明､イルミネーシ

ョンなどがある｡歩道の足

元の照度を確保するため

には､ポール照明や足元

の投光照明が用いられる｡

明るさの基準はJIS基
準が一般に用いられてい

る｡階段付近､交差部な

ど段差のある個所では､

周辺より高い照度を確保

することが望ましい｡

I

● 歩道の路面は､平坦性､滑りにくさ､水はけのよさに配慮する｡

･ 舗装材に要求される性質は､強度 ･耐久性､施工性､対候性､維持補修の容易さ､経済

性など多岐にわたっているが､これらの条件をみたすと同時に､十分な歩行性 (平坦性､
滑りにくさ､水はけのよさ)を確保する必要がある｡

･ 一般に用いられている舗装材は､次のとおりである｡

E 三言;至芸皇軍 :,云空 .･.⊥ 賢歪石

:/ I.･, I"L･/ij

アスファルト

舗装の滑りやすさを規定しているのは､表面の仕上げ (研出

しは滑りやすい)､骨材の種類､目地の有無､目地の大きさ､

目地材 (排水性､舗装材の固定性)､舗装材の透水性､舗装材

の特性 (タイル舗装は平坦だが､湿潤時特に滑りやすい)など
である｡

金属のグレーチングは､歩行者空間の平坦性を損ねたり湿潤

時に滑る原因となっている｡細目のグレーチングを用いる､化

粧グレーチング (右図)を用いるなどが望ましい｡

● 案内標示は､大きくわかりやすいものとする｡

･ 設置場所は､立ち止まりやすい場所 (信号待ち空間など)､角地などがわかりやすい｡

･ 設置高さは､歩行者の自然な視線の高さがわかりやすい｡

･ 読みやすくする工夫として､絵文字の併記､文字を大きくする､他のサインとの競合を

避けるなどが必要｡

･ 次のような高齢者の身体機能の特性に配慮する必要がある｡

視野が狭くなる

静止視力の低下 :20歳代で0.9の視力は､60
歳代で0.4まで低下する

動態視力が低下する:静止視力の50%以下､
若年者は80%程度

夜間視機能の低下 :成人の2倍の光量が必要
明るさの変化に対応しにくい:

暗順応やグレア (視野の中に極度に弦し

い光があるため､視力が著しく低下する

こと)に対する視力回復に時間がかかる

色の判別が困難 :水晶体の青色透過率が若者

の1/9に低下する
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(2)レベルB(高齢者 ･障害者対応レベル)整備水準の検討項目 (莱)

公団が整備する交通基盤と一体のもの
公 団が整備す る交通基盤

公団は整備しないが独自の基準をもって対処するもの 今後の課題

tU.i Ⅱ 公共交通機関● 駅施設-のアプローチ Ⅲ 公共交通機関● STS･サービスの形態ー運行ルー ト･走行路･乗り場

I 退路及びその付市施奴● 歩行環境
【歩道】 .歩車道の分離 .分離方法 .有効幅員 .照明 .縦断勾配 .しっらえ(バス停まわりの休憩スペースなど) 【駅出入口】
【横断歩道】 .設置場所 .信号桟 .安全地帯 ･段差の解消 .床仕上げ
【段差の解消】 .すりつけ勾配 .勾配の方向 .排水柳 .水平部分 .幅員が狭い歩道 ･ひさし

･交差点における切下げ .細街路と歩道の交差部 ･障害者専用停車スペース
【平坦性の確保】 .車乗り入れ部 .横断勾配 ● 昇降楼
【歩道舗装】 .平坦性 .滑りにくさ .水はけ .民地との境界 (機器の性能に関しては各々の基
【表示】 .案内表示 .表示の位置 準による)
【視覚障害者誘導用ブロック】 .種頬 .設置場所 .設置方法 .材質等 【エレベーター】
【立体横断施設】 .有効幅員 .階段の蹴上げ､踏み面 .視覚障害者誘導用加ツク .手すり .設置すべき場所 ･エレベーター前のスペ-ス

･スロープ .エレベーター .エスカレーター ･開口幅員
【歩行者専用道路】 .設置する場所 .車の動線との接続 【エスカレーター】
● 車道環境 ･有効幅員
【車道】 .断面構成 .視認性 ･乗り降り口まわり

【信号 .道路標識】 ･移動手すり● バス停 .タクシー乗り場【バス停】･上屋等 .乗り場表示Ⅱ 公園緑地及びその付帯施設
● 移動 ･案内方式
【出入口】 .勾配 .有効幅員 .仕上げ .車止柵 .表示 .段差 .スロープ 【タクシー乗り場】

【園路】 .勾配 .有効幅員 .仕上げ .段差の解消 .視覚障害者誘導用ブロック【スロープ】 .勾配 .水平部分 .手すり .路上施設【階段】 .有効幅員 .形状 .水平部分 .手すり .仕上げ .視覚障害者向け表示 .照明 ･表示 .誘導 .上屋
Ⅳ 建築物まわり【手すり】 .高さ .形状 .壁との関係 .端部

【排水溝】 .溝蓋 .排水穴 .レベル ● 移動
● ベンチ 【アプローチ】
【ベンチ等】 .ベンチ .野外卓 ･有効幅員 .通路面の仕上
【公衆電話 .水飲み器】 ･溝蓋
【案内 .表示】 ･視覚障害者誘導用ブロック

● 駐車場 .スペース .安全通路 .屋根 .ひさし .床仕上げ .誘導 ･歩道との境界【駐車場】･スペース .安全通路･屋根 .ひさし･床仕上げ .誘導

ノヽj土ZJS'

Ⅲ ム/､X通機関● 駅施設-のアプローチ
【歩道からのアプローチ】 【スロープ】
【駅前広場内のアプローチ】 .自動車通行路と歩行者通路 .横断歩道等 ･勾配 .有効幅員
● バス停 .タクシー乗り場 ･踊り場等 .床仕上げ

【タクシー乗り場】 .車道との境界 ･立ち上がり .手すり･表示

- 4 日 -



5) 交 通 基 盤 等 の 整 備 事 1伊rJ

･ 高齢者等を対象とした交通基盤整備の事例をとりまとめた｡ び前述の整備レベルA･Bに分類して示しているが､分類は必ずしも厳密なものではな

･ 事例は､便宜上 1)交通基盤等整備の考え方の中の ｢基本的考え方｣の項目､及 い0

レベルA (基本レベル)に関する事例 レベルB (高齢者 ･身障者対応レベル)に関する事例

1 ノーマライゼーション達成のためのモビリティの保障

① 高齢者をはじめとした交通弱者が自力で移動でき ･世田谷梅が丘周辺 【事例 1】

る道路設計 ･中銀白井マンシオン 【事例2】

② 高齢者をはじめとした交通弱者の移動を補助する ･錦糸町駅前エスカレーター付き歩道橋 【事例5】

機器の導入 ･新宿西口歩行者デッキ 【事例6】･相模大野 ｢季節の橋J (エスカトト 付ベデデ1キ) 【事例7】･幕張新都心 ｢スカイウエイ｣ (エスカレづ-付歩道橋) 【事例8】･みなとみらい21歩道橋 ｢動く歩道｣ 【事例9】･川崎 ｢ハロー7'rJ.Jジ｣ (エレベづ-付き歩道橋) 【事例10】･上野駅前ベデストリ7ンデ.Jキ(エスカレ-タ-.工レベ-9-付き) 【事例11】

③ 高齢者をはじめとした交通弱者が利用しやすい乗 ･東急コーチ/バス新交通システム 【事例12】

物環境の整備 ･STSの事例と研究報告 【事例13】･電動三輪車 【事例14】

④ 乗り継ぎをスムーズにする交通結節点の改善 ･町田バスセンター 【事例3】

2 豊かな生活の一環として交通空間の快適性

(9 道路環境の緑化 .ス トリ-トプアニチユアの設置 ･相模大野ショッピングモール ｢コリドー｣ 【事例15】･堀之内ⅤⅠA長池 .四季の路公園 【事例16】･健康保持に寄与するストリート77二千ユア 【事例17】

② わかりやすいサインシステム ･金沢区サインシステム 【事例4】

3 ネットワークとしての歩行環境の整備

① 生活関連施設を結ぶ歩行者動線のネットワーク ･幕張新都心 ｢スカイウエイ｣ネットワーク 【事例18】(cf. 【事例8】)※ 次の事例も参照【事例 1】 【事例6】 【事例 7】 【事例 8】【事例9】 【事例10】
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レベルA･【事例2】

･if滋浦 ;≡≡…享由緒新主沌…巌 …=喜論 示 義森岳万態痩痕藩表意蓮醸畠a 苓中 線 掛 ヨ幣嶺 宇目か≡喜.Eか 妻オ 三日㍍…手蔓妻書き董卓

●施設の概要
<申銀白井マンシオン>

･周囲を道路に囲まれた約3.3haの敷地内に建設されるマンション群で､
内部を既設の緑道が横切っている｡

･｢多世代が交流できるまちづくり｣を掲げ､供給する405戸のうち鍋
3分の1は高齢者用住宅である｡

●事業の概要

<事業背景>･高齢者にやさしいまちは､あらゆる世代にやさしいはずであるという

思想に基づいて計画されている｡
<事業主体>･中銀

1~

各住戸入りDt=あるエレ

ベーターには.すべてア

ブE3-チ用のスロープを

設けてある.スロープを

陣 L)I=部分のカラスは,
車いすtJごとがふっかった

場合L=割れてけがをしな

いように挟入りタイプを

iXんだ

==コ 烈他を固LLR≡号のir】T; 川

Hd l副 5m分の戦地をは供して
歩】亀を広りJ二部舟

アフローチ.ti指を措けるI噺

⊂==⊃宇月はした王T+好適

赤文字の租はAl世点を ･0とし1二
場合の苑性差(単位 rTl)
0 50 100m

●段差を解消するための工夫

<事業内容>･一般ファミリー向け住宅3棟の他､他世代向け住宅1棟､ライフケア
住宅1棟で構成されており､ライフセキュリティーエリアや生酒サー

ビスエリアも住棟内に設置されている｡
･一般住戸でも2戸に1基のエレベータをもち､エレベータのアプロー
チ部分には必ずスロープを設置している｡

･乳母車や車椅子が通行できるように､歩道は最低2mの幅員としている｡

･敷地の周囲を取り囲む道鞄と内部を通る練達の高さにあわせ､敷地内

の排水勾配を確保しながら段差の解消を図っている｡

･設計者は､段差を解消する意味や設計のディテールの意図を施工者に
事前に細かく説明した｡その結果､異なる材料同士の境界に生じる5
mmの段差にまで配慮した､高い精度の施工が実現した｡

歩i亘かL)t皇居への入

り口部分.仕上げの

輿IELる部分はちょっ
とした指差が生 じや

すいため,特に,i藩

深 く島エ LT二
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手前側で左右に走る

のが晩校の抜道oi占
交する方向に.住宅
へのアプローチifi路

が延びている｡芯性
差はスロープで処1空

し.段差が生じ/i-い
ようにしている

敷地南側の歩iB｡点

接か L)左の部分約
15rrlは集合住宅の
敷地なの1=が.公共

用地として手足供 し.

歩道の有効幅員 2m

を確保 した



レベルA･【事例3】

●施設の概要

<町田バスセンター及びベデス トTJアンデッキの概要>

･昇降施設 全天候型エスカレータ 1基

モノベアー (全自動車椅子専用斜行型昇降機) 1基
･設置年 昭和63年

バ̂
ス
セ
ン
タ
ー

･
ア
イ
ラ
ン
ド
か
ら

ぺ
デ

∴
ア
ッ
車
へ
の
上
り

丸̂
井
側
か
ら
小
田
急
町
田
駅
方
向
を
み
る
｡

ペ
デ
デ
ッ
キ
上
に
は
上
屋
が
設
置
さ
れ
て
い
る
｡

<周辺施設との関連>

･ベデデッキは町田バスセンター上に位置しており､バスセンターを取

巻く小田急 ･JR町田駅､小田急百貨店､丸井､西友等を結ぶ｡
･昇降施設は､バスセンターのアイランド (グラウンドレベル)とベデ

デッキ (2階レベル)を結んでおり､エスカレータ ･モノベアー ･階
段を並べて設置している｡

●事業の概要

<事業背景>･町田市では､中心市街地にある小田急 ･JR町田駅への依存度が高 く､

駅勢圏が広いためバスの利用者も多い｡ところが､幅員20M､4車線
の駅前道路は､両端の2車線が駐停車車両により塞がれてバスの定時
漸 子の大きな妨げになっており､緊急にその対策を迫られていた｡そ

こで､交通浜滞対策委員会を設置して検討を行い､バスセンターの改

良と同時に現況の駅前道路の幅員を最大限に活用するためバス専用レ

ーンを上り方向に設置し､この他に常時通行可能な車線及び停車帯を

上下両方向に設置した｡ (これにより､バスの定時運行に大きな効果

が見られ､町田駅前後 1kmの所要時間がピーク時73分だったものが12
分に短縮されるなど大きな効果があった｡)バスセンターについては､

交通弱者対策を含めた市民サービスの向上を目的として､昇降接やペ

デデッキが新設された｡

▼対策後のパス専用 レーンとペデ ･デッキの配置

佃*町Ee平エスカレーター ●モノベア-

ノ篭 藍 蓋 慧 喜

べ デ デ ッ キ 九拝 JR,
画√~~一･.=｢E:≡コ パス書月レーン

JArr臼■
A-11^ nZf B､ BZXtd C､CltEF
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レベルA･【事例3】

<事業主体>･町田市

<権利関係>･バスセンター及び歩道橋､ペデデッキは市道上｡

<事業内容>･バス専用レーンの設置に伴う車線の付け替え､分離帯の移動によるバ
スセンターの拡張とアイランドの形状変更､アイランド部分に集中し

ている照明 ･電気設備､排水溝等の移設 ･新設｡
･バス停上屋､エスカレータ､モノベアーを新設した｡モノベアーは､

長さ1.2M､幅0.8Mの第に車椅子を載せて､ギアで階段に沿って昇降す
る装置で､高低差5.4M､36段の階段を約1分30秒で昇降する｡
･この他､既設の歩道橋の屋根､歩道橋から小田急電鉄の改札方面への

ペデデッキを新設した｡これは､パスから鉄道に乗り換える乗客が通

過する横断歩道橋の幅員が6Mであるのに､駅コンコースに入る直前で

2.6Mに狭まるため､新たに幅員2.2M､スロープ式のベデデッキを新設
する必要に迫られたため｡

<事業費> ･ベデデッキ新設工事 約15,000万円
<利用計画>･エレベータ 6;00-22:00

･モノベ7- 9:30-17:30
<車椅子 ･自転車対応>

･車椅子はモノベアーで対応｡ただし､モノベアー利用者316人 (91年
4月)のうち車椅子は1件のみで､主に高齢者や大きな荷物を持つ人
が利用している｡車椅子の利用がほとんどない理由は､車椅子対応の

路線バスが連行されていないためである｡

町田Jqセント改良茎 (軌跡図) 1/500

●管理の体制

<管理主体>･町田市建設部管理課

<技術管理>･施工会社に委託
<メンテナンス者>･エスカレータ

･モノベアー
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始動･停止 ･異常時の対応は警備会社に委託｡
介助は町田市シルバー人材センタ-に委託して
おり､常時1名がバスセンター事務室に待機｡
ポケットベルの呼出しを受ける｡清掃も行う｡

30万円/午
50万円/年
230万円/午

230万円/午
100万円/午
640万円/午

<メ･ji費用>･①電気
(参メンテナンス モノベアー

エスカレータ

◎介助 ･清掃 (シルバー人材センター)

重量建一.lll._- _
計

※通常の警備は機械警備 (モニターテレビによる監視)であり､隣接す
る小田急と同じ会社に委託している｡そのため､警備の費用が少なく

なっている｡
※定期点検は､エスカレータは1回/月､モノベアーは1回/月及び1
回/年｡

●考察

･駅､バスセンター､周辺の商業施設を結ぶベデデッキはには､上屋が設置されて

おり､雨天の際も快適である｡
･道路やバスセンターの改良でバスの定時運行が確保され､交通結節点のペデデッ
キ､エスカレータ､モノベアーの整備で交通弱者の外出が容易になり､全休とし
て大きな効果を上げている｡

･しかし､路線パスがまだ車椅子対応になっていないなど､問題が残されている｡

･清掃の状態はあまりよくないが､少ない管理費で運営されている事例としては参

考になる｡
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●計画の概要
<背景>

｢文化の香り高い街づくり｣施策として､区内全域を対象としたサイン整備が計

画された｡

･ サインの設置が目的であったが､単なるサイン整備にとどまらず､交通問題や地

区の環境問題をはじめとするまちづくりの課題を改善に導くためのリーディングプ

ロジェクトと位置づけられた｡ ..抑相,レな,す.ンt柑tしての叫

<4つの整備テーマ>
･ わがまち､環境をわかりやすく伝える

･ わかまち､まちづくり施策をわかりやすく伝える

･ 来街者に対して親切な目的地誘導を図る

･ 居住者にとって身近なシンボル装置の創生

4つのテーマ
G)わh'.まち､EI甥をわかりやすく伝える｡

居住者が必要に応じて新しい偶碍を等易に先見するためにrま､自分の帰属

する環境の全斥便 (パブリックイメージ)をうまく把握しておく必要があ
る｡空自の中にまちのE3固 (データベース)をi引ナるくらいになればt都市 東nサイン

三孟r言もつと美しくなる｡そのために甥ihを鴇成する持初更栗を聖確し､

デフォルメしてサイン面のベースに配して見せる(I..R莞化)｡さらに甥現自

体を捕まとして伝ifL.Ej的地や魅力ある清涼の点す再尋を厘ね乎さするt,

考わかまち､手ちづくり詰責をわかりやすく伝える.

むきつつあるまちづくりのコールの姿もサインベ-スに示すことができ

る｡事典化された朝雨計画造詣や区画整理ZP熊､逆に保全されるべき農地

やお面緑地等L宙而計画のJポリシーをベース偶覇として伝達する｡まちつ

くりか身近になり､生活の延長上に捉えられる｡行政にとって､良くも悪

くも市民の関心 (まちつくりの求心力)が強くなる｡このために施策は常

にわかりやすく､公共性のポリシーによって毅然としていなければならない｡
@釆顕著に対して用切な目的地誘萌をEg]る｡

区内の主要掩放､歴pL更旧跡等についこ 耶拠点や目的地近くで､案内､誘

可､解.,FRのサインを配置する｡会沢区のイメージ､頒づくりをサイン竪備

によって行う｡また､簡易ED刷の案内地画を鰯角の店先に置かせてもらう

などの.多様な万,I+ziが栗ii音に対する親切として考えられてよし㌧
昏居住者にとって身近なシンボル宗Zの加生｡

公売空恥に繰り返し登場するサイン宗ilは.市民の呂には街並みのオブジ

ェとも秩るだろう｡会沢区全拝のアイデンティティや地区ことの屈性を表

1現するようなシンボルサイン=マスコットデザインが篭2しい｡邦町情報と

良1のデサインが､日常t_活のSE.点にアメニティ蓑耳としてPi.fされる｡

<配置システムの考え方>

･ サインの基数をいたずらに増やすのではなく､地図上での現在地の確証表示を中

心とした案内系サインを重視する｡

パス路線からのアクセスを重視し､バス停及び各駅を中心にサインを配置する｡

･ 誘導サイン､案内サインは機能的に配置する｡

･ 電柱､ストリートフアニチュ7､他種類のサイン等と整理 ･統合を図る｡
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●施設の槻要

<位 置>･墨田区江東橋3丁目｡
錦糸町駅前､国道14号上｡

<規 模>･エスカレーター上り1機｡
既設歩道橋に追加設置｡
･長さ 1664M

･高さ 5.18M

･勾配 ･ 30●

･形式 1200型屋外式

･速度 30m/令(標準)

22m/令(低速)
<供用開始>･昭和51年4月
<運転時間>･平日:午前7:30-午後8:00

iTT上 rDlll一Ztけ
I--I,-,一一

◆も..V
千

て 一

王＼蒲jZi-tlEgiJI一号D

･休日:午前8:00-午後6:00
<運転方式>･遠隔制御で起動停止｡

大手町の国道工事事務所で制御している｡

<高齢者対応>･エスカレーターの乗降口の水平移動部分の踏み板を延長して､高齢者､

子供､体の不自由な人等が乗りやすいようにした｡

<車椅子 ･自転車対応>･考えていない｡設置当時は車椅子対応型の機種はなかった｡

<利用状況>･エスカレーター設置後､歩道橋利用者は1.6-3倍増｡
平日:2500人=〉4100人
休日:3000人⇒6100人～9300人
･周辺の歩道橋利用者が移行してきたものと思われる｡
･会社員･学生一般の利用が多い｡

●事業の概要

<設置日的>･昭和40年代をピークに多くつくられた歩道橋は､高齢者や身障者 ･子供
等に利用しづらい面があることから､その改書のため､昭和51年､建設
省が初めて試験的に屋外式エスカレーターを歩道橋に設置した｡

･後の計画に役立てるため､機器耐久性 ･維持管理方法､利用状況を追跡

調査している｡

<事業主体>･建設省東京国道工事事務所

<権利関係>･底地 ･施設とも建設省 (国道14号上)
<事業費> ･4300万円 (エスカレーターのみ)
<協議等> ･警察庁協議等｡墨田区､地元団体との網登の有無は現在不明｡

- 伯 -
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●管理の体制
<管理主体>･建設省東京国道工事事務所

<管理内容>･テレビカメラ､集音マイク､スピーカー､非常電話､エスカレーター制

御等の機能を大手町の東京国道工事事務所内道路情報管理室に直結し､
監視 ･制御 ･注意通報を行う｡

･警察署､消防署､都交通管理局が管理協力｡駅前交番にセンタ-への通

報や非常時の協力を依頼している｡

･設置後現在まで､事故や非常電話による通報はない｡

･大雨や風の強い時(8-10m以上)は停止する｡
<機器本休での維持･管理対策>

･エスカレーター移動手摺の外側に棚を設け､転落防止を図った｡

･各種安全スイッチを設けている｡
･エスカレーターは屋外用防水型を使用｡

･上屋等は､防犯のためつけていない｡

<管理費> ･機器の補修 ･清掃に､設置当初で 500万/年かかったC近年は老朽化の
ため1000万/年かかる｡財政的には安くないそうだ｡
･人件費は､建設省の業務内で行っているので特別には出ていない｡

<利用者の声>

･評判は良好だが､上り1機のみなので､下り機や反対側へのエスカレー

ター増設要望がある｡ (建設省では今のところ増設は考えていない｡)

●建設省の今後の屋外エスカレーター･エレベーター設置意向
･建設省単独で設置することはないだろう｡地元自治体等と共同での設置

は内容によっては考えられる｡

･建設省内では維持管理を考えると多くは設置できない｡また国なので､

特定の場所に俵先約につくるわけにはいかない｡

･錦糸町西武は後からできたが､歩道橋との連絡路は設けなかった｡個別

の開発との調整は､地元自治体や事業者から強い要望がでない限り､国
としては対応しない｡

●考察 ･エスカレーター設置後利用者が増えていることから､それまでは遠回り

でも横断歩道を使う人が多かったと思われる｡利用者の多い場所であり

構新需要に応えるかたちになっている｡
･上り1機のみで､階段なしの立体検断はできない｡車椅子対応､周辺施
設との直接わけづもない｡あくまでも試験的設護という位置づけである｡
･完全屋外型は､防水面等での老朽化が懸念される｡
･今後の屋外昇降機整備は､建設省の単独設置は可能性が薄いが､自治体

等との共同設置なら今後も考えられる｡
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●施設の概要

<新宿西口歩行者デッキの概要>

･昇降施設 全天候型エスカレータ 3ヶ所 4基
･設置年 昭和60年6月 (第1期)

その後第2期､第3期事業によって拡張された｡
<周辺施設との関連>

･歩行者デッキは､小田急育貸店本館前から小田急ハルク､エルクワ-

を結び､頚在は新宿副都心歩道橋に接続している｡

･都市計画決定された歩行者デッキは､新宿西口駅前広場を取り囲んで

1周している｡しかし､今後の整備計画は具体化していない｡
●事業の概要

<事業背景>･新宿駅西口広場は､地上と地下1､2階の立体広場として昭和41年に
完成した｡しかし､完成後も歩行者の通行が大幅に増えたため､混雑

緩和を図るため地上2階にもう1層の歩行者デッキを巡らせる計画が
昭和55年1月に都の都市計画決定をみた (都市計画道路新宿副都心街
路第4号線歩行者デッキ)｡
･小田急百貨店､京王百貨店､銀行等から構成される地元商店会から歩

行者デッキの設置が要望されていた｡

<事業主体>･東京都

<権利関係>･都逆上に二重に紐定された道路｡

<事業内容>･第1期事業の概要

●新宿西口歩行者デッキ計画図● (纂l朝)
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<事業崇> ･第3期事業までで約20億円 (小田急が18倍円､エルクワ-が2倍円を
負担)｡駅前広場完成当時はベデデッキの計画がなかったため､地盤

の補強工事に事業費がかさんだ｡

･施工は､小田急百貨店が東京都から特別施工者として事業弦可を受け

て行った｡ (東京都第三建設事務所管理課に小田急百貨店から自賛工
事の申請が提出された)

<利用計画･利用状況>

･車椅子の利用は2回/月程度｡
･エスカレーター利用可能時間は8:30-冬季19:00､夏季20:00｡
階段は常時利用できる｡

<車椅子 ･自転車対応>

･3ヶ所4基のエスカレータのうち3ヶ所3基が車椅子対応になってい
る｡利用したい場合は､ボタン操作で警備員を呼び､一般の利用を一

時封鎖して車椅子を昇降する｡

･自転車は利用不可｡

●管理の体制

<管理主体>･現在は東京都第三建設事務所｡

･第1期工事完成後の3-4年間は､小田急首貨店が管理していた｡そ
の後高層ビル街区までデッキが延長され公共性が高まったため､管理

は都に移管された｡ただし､清掃は現在も百貨店の負担で行われてい

る｡ (ペデデッキは道路であるため､東京都の管理費ではきめ細かな

清掃を行うことができない)

<カテナンス者>･昇降機の運行､メンテナンス､介助は小田急百貨店に委託｡

･官貸店本給内の防災センターで､モニターテレビを監視しており､介

助の要緒がある場合はポケットベルで呼出を受ける｡

･1日4時間程度､小田急ハルク正面のエスカレータ付近のペデ上に警
備員を常駐させている (現地でヒアリング)｡

･定期点検は2回/月｡
<メンテ費用>･警備の費用は百貨店と兼ねているため少ない｡

●考察

･高層ビル街区に直接アクセスできるため､利用者が多い｡清掃も行き届いて気持

ちよく､デッキ上に点在するベンチで話し込む利用者がいたり､百貨店の時計の

前が待ち合わせ場所として利用されているなど､デッキが多くの用途に利用され

ている｡

･車椅子利用時に一般客の利用ができなくなることに改善の余地がある｡掛 こ､西

口前のエスカレータは階段が併設されておらず､車椅子の利用時は不便である｡
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■デッキ規模

〔面 は) 1.132rl.]

(1g &) 97rTl

〔幅 員〕 畢i謝A斬郎8m(有効幅)

〔高 さ〕46rT1-62m(天井T33m～49m)

■デッキ構造

(本 体】 鉄骨捕逼

■昇降設備

【指 投)2カ所
(ェスカレークー) 3基(カラス屋根仇 うち車椅子ステ/7内蔵2基)

■仕上げ

〔 床 〕 砲丸1空タイル

( 柱 ) 塗 装

〔側 捕) ホーロー鉄板

(天 井) アルミスパンドレル

■照明設備

〔デ ソキ上謙) 屋外ポール灯

【テ ンキ下部〕 天井張込み型

■歩道舗装

本館前京王首汗店呪界からハJL,ク前デッキ王手;岩邪までカラ-舗装

(磁器欝タイル,)Z300rn'

▼西 口 前 の2基のエ ス カ レータ
こ こ に は階段が併 設 さ れていない

▼ ハ ル ク 前 の バ ス タ ー ミ ナ ル に も 連 絡 し ている
階 段 と エ ス カ レ ー タ 1
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●施設の概要
<季節の橋の概要>

QA事業主体 州1IllJ
Jillr. 統Ji 2L)【ylm

イJ勅Olr.'1日 12㍍ITl
lrllfL'L4hOtnrl12
日11 5tY)ln

lJlFF.T施..'1 /Iリ､lJ'.叶lェスカレ-クー 4J!.
(うT,､･rll▲Lll･此‖エスカレーター 】JL)

作;.乙施..1 1;.約1(■･屯) 19(X)mX2ケル(
川は･1.'ノト 肘小121占.(ELTlbJE

r.a･11I1f〃 1 日1.4,l','Jl flp:京王If
2 寸h'.r,分 砂'{-HI/1 タイルLIl!】
3 ll'11日I;)JTh 約人り)B川111ラス

4 7_Ⅰンス 約人り)垂FyJ7'/ラス

JltH-川払.'AL 42)良

f)捻事薬坪 53日JYXJTlり

<周辺施設との関係>

●事業の概要
<事業背景>･相模原市では､相模大野駅周辺区域を区画整理事業やロトシティ相模大野顔

づくり事業｣等複数事業により､市の南玄関として整備を行っている｡
･季節の楠とコリドー街は､駅ビルと米軍医療センター跡地開発 (首貨店

･市民ホール ･公園 ･駐車場等を整備)の2核を周辺商業地と連結して
街全体の回遊性を高めることを目的に整備された｡

<事業主体>･相模原市

<事業内容>･｢中心市街地形成事業｣という捻合事業で､商業施設誘致､シ即ビングモール
(無電柱化+アサ-0､ペデデッキ､エスカレーター等を整備｡

<事業費> ･5.3億円｡うち1.6僚円がエスカレーター(4基)｡
･全天候型車椅子対応エスカレーターは約6000万円/台｡
･保守料金は月当たり20万円位｡

<権利関係>･県道上のベデデッキは､市道を二重認定したうえで設置｡

･区画整理区域外で県事業にも含まれないので市単葉で整備した｡
･伊勢丹側は借地契約｡県道にデッキのアバットは入れていない｡

矧 √; <絶可等> ･ベデデッキに壁泉や7-ケード等を付け､建築審査等を受けた｡

･車椅子エスカレーターは建設省の個別認定が必要な施設で､行政指導に

よって介添者がつくこと､車椅子利用時は他の客は使わないようにチェ

ーン封鎖することが義務づけられている｡(将来は代わるかもしれない

･ 相模大野斬 (駅ビル計画あり)駅前広場から､区画整理区域内の市道駅前通り繰

(シ叩ビングモール･コリドー整備済)を通り､県道を渡るペデデッキ (季節の梼)に上下

2組4台のエスカレーターを設置｡
･ デッキを渡ると､伊勢丹デパート､市民ロビー､グ7)-ンホール (ホール ･図書

緒 ･メディカルセンターを含む)､立体駐車場､中央公園があり､コリドーとペデ
デッキは駅と商業 ･文化施設群をつなぐメインストリートとなっている｡

･ 駅前広場に3台､駅ビル内1台のエスカレーターが計画されており､これが完成
すれば､駅から伊勢丹 ･グリーンホール ･中央公園等の公共公益施設群に階段なし
でアクセスできるようになる｡

<利用計画>

･デパート利用人数がど-ク時で 15000人/時なので､9000人/時のエスカレ-クー
として上下線2組4台を考えた｡
･利用時間はAM7;00-PHll:00｡

<車椅子 ･自転車対応>
･県道ベデデッキでは､上下線1組が車椅子対応｡
･駅ビル ･駅前広場計画では4台中1台が車椅子対応予定｡
･自転車は利用できない｡自転車は街区端部の横断歩道を利用させる｡
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●管理の体制

<管理主体>･相模原市
<技術管理>･高圧需電しているので借主あり｡管理技術者は保安協会に委託｡

<メンテナンス者>･メンテナンス会社に委託｡ (伊勢丹クリーニング)

<メンテ内容>･デッキ槽掃と車椅子介助 (ポケットベルで呼び出される)を目的に､常

時 (AM7:00-PMll;00)一人の管理人が付近にいるようにする｡
･ビデオカメラはいまは取りつけていない｡

<メンテ常用>I1)エスカレーター4基フルメンテ 1000万円/午
2)清掃 ･車椅子ケ7 2000万円/午
3)その他 1000万円/午

合計4000万円/年

●考察

･主要な公共公益施設をつなぐメインルートを階段なしでネットワークさせているの
で､街に回遊性を持たせる上で効果をあげている｡
･車椅子は､管理人を呼ばないと利用できないこと､車椅子利用時は他の一般客が利

用できないことに問題がある｡
･メンテナンス費用4000万円/年は､財政負担として大きい｡
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●施設の計画概要
<背景>
･ 既存歩道橋 (S.34年築 ･幅員2.25m)との取り替え｡
川崎市と競輪場 ･学校を結ぶ動線で､ピーク時は15,000人/30分が利用｡幅員が
狭く､飽和状態で歩道橋の下を横断する人が多くあり危険｡老朽化も進んでいた｡
そのため､広幅員で利用しやすく､自転車 ･高齢者 ･身障者等が安心して渡れる歩
道橋が必要となった｡
･ 歩道橋がつなぐ市道 ･市役所通りと富士見通りはモール化済で､歩道橋もこれと
整合のとれた景観整備を行う必要があった｡

<ハローブリッジの概要> (名称は市民公募により決定)

l 位 狂 一般国道 15号 (窮l京浜)と一敗国退132号 (富士見遜り)及び県道川崎

府中挽 (市役所遜り)との交差点

横 長 -- 本体70m(国道 15号横帝展長都),斜路階段30m (斜路勾配25%)

帽 負 -･･･ スクランブル部7m (中央部 14m).横断希3.5m.斜路階段3rn-4m

エ レベーター ･･1 4基 (各四角に-基づつ)

外装坂.高欄.構面舗鼓.照明fr等

迎 路 通 路 偵 ･･ 相見1.5m (1損)

キャブ,歩道舗鼓.植栽専

<基本機能の改善>
･ 大勢が安全 ･快適に渡れるよう､橋部の幅員7m(最大14m)､斜路階段幅員3
-4mと､広幅点化して交通処理能力をアップする｡
･ セミスクランブル方式 (X字型)を採用し､どの方向にも行きやすくする｡
<自転車 ･乳母車対応>
･ 斜路 (25%勾配)を階段に併設する｡ただし､斜路の両側が階段になっているの
で自転車転倒時の事故が懸念される｡自転車を一旦降りて斜路を使ってもらうよう
斜路の上下に迂回棚を設けることを考えている｡
<身障者 ･高齢者対応>
･ 付添いがいらないエレベーターを設置｡車椅子が回転せずに進めるよう二方向扉
の機種を聴注予定｡(建築基準法では不可だが道路構造物なので可能になった｡)
･ 当初9人乗りで計画したが狭いので11人乗りに変更｡13人乗りが望ましい｡
･ 健常者は主対象ではないが､利用制限は考えていない｡
･ 運営時間はAM6:00-PMll:00までの予定｡(地下道に合わせた)
･ 弱視者要求や点字ブロック､音については今後の協議となる｡
<周辺施設とのネットワーク>
･ 敷地が接する川崎区役所へ直結する連絡通路棟を設置｡ (幅員1.5m)
川崎市の中心部にあり､周辺に駅､市役所等各種公共公益施設が多く需要は高い｡

<景観への配慮>
･ 外装板､高覧､横面舗装､照明灯､ヒュメント等､景軌 こ配慮したデザインを採用｡
･ 歩道橋周辺でも､電線地中化(キャブシステム)､イント恥キング辞装､植栽等の環境傍を行う｡
･ モニュメントはライトアップして､川崎駅前の光のイベントの一部とする｡

●事業の概要
<事業主体>
･ 建設省 (梯浜国道工事事務所) ･川崎市土木局
<事業費>
･ 絵額約17億円 (予定)
･ 歩道橋の基本構造は建設省が負担｡エレベーター､区役所連絡路､景観整備(モニュ
メント外装板)は市が負担｡ (約5.5億円分)
<権利関係>
･ 道路用地上に架設｡国道上は市道と二重認定｡
･ ただし､区役所の入るバレルビル (再開発ビル)への連絡通路橋については上空
権を市が取得し道路認定｡底地は再開発共同組合が所有｡
<事業年 ･供用年>
･ 平成元年～平成4年事業｡ 平成4年12月供用開始予定｡
<関係局等との調整>
･ 斜路については25%勾配で通常より長くなるため､消防車アクセスや斜路に面す
る街区建物へのサービス車アクセスを妨げることが問題となった｡
･ 消防局とは､自在に曲がる梯子車を使ってもらうということで承諾をとった｡
･ 福祉担当部局と地元団体とは､これから協議に入る｡

●管理の概要
<管理主体>
･ 建設省槙浜国道工事事務所と市の二重管理｡財産所管は今後の管理協定による｡
･ エレベーター管理は川崎市｡歩道橋全体の通常管理も市でやることになるだろう｡
く管理対娘>
･ TVカメラをエレベーター上下出口とゲージ内に設け､近傍(貸しビルか蕗上小屋
に一人か二人常駐させ､監視する｡ (身障者ケア･ホームレス対策)
･ 清掃のために橋上に水道とコンセントを設置｡
･ ストリートファニチャー (ベンチ等)はホームレス対策で設けない｡
･ 管理を受託してくれる団体が見つからずに囲っている｡
<管理費用>
･ 人権辛と保守費で4000-5000万/年は必要になるだろう｡
･ 歩道橋周辺についても､電線地中化 (軸力ステムの採用)､インターDlPキング諸芸､植栽
等の環境整備を行う｡

●担当者の声
･ 管理費用がかかりすぎる｡宴の高いものを造れば､維持管理の葉も高く保ちたい｡
しかし､行政内部も市民も管理辛の出費には抵抗を持っているので､年間5000万は
受け入れられにくい｡
･ この歩道橋は川崎市で最も需要が多い位置にあるので宴を高めたが､今後これ以上
のものは造らないだろう｡

- 6 1 -
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●国庫補助事業による歩道橋のエレベーター設置については､川崎市土木部による宮前

歩道橋が第1号として進行中である｡

エスカレーターの道路設置については､横浜市において実績があり､機械の保守等の

ハード面の管理を道路局で行っているが､防犯上のソフト面の管理もエレベーター施

設の場合には求められる｡

こうしたハード･ソフト両面の管理主休の存在が､計画の前提条件となる｡

宮前横断歩道橋
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る
と
い
う
｡

完
成
は
平
成
四
年
十
二
月
の

予
定
｡
歩
道
桁
の
本
体
は
石
川

免
招
磨
玉
工
業
が
呉
市
で
建
造

中
で
､
ブ
ロ
ッ
ク
解
体
し
て
洋

上
輸
送
す
る
大
掛
か
り
な
も

の
｡こ
の
川
崎
の
新
名
所
ーこ
な
る

歩
道
舵
に
ふ
さ
わ
し
い
愛
称
を

市
民
か
ら
辞
典
し
て
い
た
が
､

四
百
十
四
通
の
応
募
が
あ
っ

た
｡
こ
の
中
か
ら
､
地
元
の
川

崎
区
富
士
見
'
市
立
宮
前
小
六

年
の
引
地
文
人
君
の
作
品

｢川

崎
ハ
ロ
ー
ブ
リ
ッ
ジ
｣
が
選
ば

れ
た
｡

｢人
と
人
の
ふ
れ
あ
い

や
､
あ
い
さ
つ
が
気
軽
に
で
き

る
よ
う
な
相
に
し
た
い
か
ら
｣

と
い
う
の
が
応
募
の
理
由
だ
っ

た
｡
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1-② 高齢者をはじめとした交通弱者の移動を補助する機器の ｣二野 駅 ~前 ペ デ

●施設の概要
･ 幹線道路で分断されている上野駅と駅周辺地区を結ぶ歩行者専用橋0
1号線は延長 100m､幅員20m､2号線は延長 260m､幅員6-10m｡
･ エスカレータ-2機 ･エレベーター(11人乗り)1機が整備されている｡
･ 区の都心である上野の顔としてシンボリックな空間形成に配慮されている｡(高欄
･照明･プランター･モニュメント等)
●周辺施設との関係
･ 駅前広場と駅周辺市街地を結ぶ｡上野駅とは現段階では直接に接続していないが､
将来的には､現在鉄道で分断されている駅と上野公園問を結ぶ東西自由連絡路とつな
がって､上野駅周辺地区の回遊性 ･利便性の向上､市街地活性化が図られる｡
･ 丸井､営団ビルとは2階レベルでつながっている｡

●事業の概要
<事業背景>･上野駅前の3本の幹線道路と鉄道により駅と街､公園が分断され､公園

利用者 ･駅利用者と街との交流が妨げられている｡街-の人の流れを円
滑にすることが上野の活性化 ･街づくりの課題と考えられ､駅 ･街･公
園を結ぶベデス川アンデ7手の整備が計画された｡
･上野駅周辺都市整備計画の一環として計画され､まちづくりの先導事業
として建設された｡

<事業主休>･国と区の共同事業｡
･台東区が都市計画事業として､国及び都の補助金を得て進めている｡

<道路認定>･国と区で重複認定｡
<工事主体>･本休は国(建設省関東地方建設局)が整備､ス川-ト77二チュ了やエレベーター･エス

カレート は区が設計 ･整備しているO
<事業費> ･全体で約40億円oエレベーター 1機と付帯施設で約 1.5億円､エスカレ

ーター2様で約 1.2億円｡

上野駅周辺地区整備計画

●管理体制
<管理主体>･
<管理協定>･

<車椅子対応>
<監視休制>･

く保守清掃>･

国と台東区.管理協定を結んで区分管理しているo
区道の上部は区が管理｡国道の上は､構造本体はEgが管理し､日常清掃は区
が行う｡
･エレベーターで対応｡ (車椅子利用者団体から設置要望あり)
管理人がテレビ監視07:30- 20:000スピーカーで注意放送ができる.
警備会社に委託｡
ビルメンテ会社に委託｡点検 ･清掃等を行う｡
ごみ箱 ･吸殻入れは設置していない｡置くと逆に大量にゴミが出ると予想さ
れるため｡2年経過したがうまくいっている｡
ホームレス対策に配慮している｡
植栽管理は植木会社に別途委託している｡

●エスカレーター利用状況
<利用者数>･平日約7000人､休日約9000人｡
<利用者層>･平日は駅前業務地の就業者が多く利用｡休日は様々な人が利用｡

･台東区は高齢化が進行しているので利用割合も多いと考えられる｡
●考察
･ 区の都心部である上野駅周辺の活性化のため計画されている事業であり､公共性･シン
ボル性も高いことからエレベーター･エスカレーター等も整備されているOこのような特
殊な位置づけのある場所では高齢者 ･身障者モビリティの確保にあたってグレードの高い
整備が一般的に行われるようになってきている｡
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iBEE::ここ::二三

-.....鮒 ).障害者等.の利籍を考放しか -YLズpの環境鮭備に願す 芳年 昏寿≡器

弓弓者 ･イ建 常 者 共 用 ノヾ ス
●スウェーデン/ハルムルスタッズの路線′ヾス

<サ-ビス概要>･車椅子 ･乳母車等の利用を可能にしながら､通常のバスとほとんど変

わらない乗降の速度を維持する｡

<車両とプラットホームの仕様>

･車両の全長 11.56-ll.97m(ドア等を張り出した場合)
･車両の幅 2.56-3.50m (ドア等を張り出した場合)
･沫高 58cm
･第1ステップ 55.7cm
･プラットホーム高 53cm

<利用方法>･車椅子と乳母車は第1ステップからプラットホームに水平に乗り降り

する｡プラットホームや歩道のない場所では､仮設スロープを用いる｡

･非車椅子利用者は､歩道と23cmの段差のある第2ステップを利用する｡

l祁 卜尺 ハスの煉.H.ど )//･･J/())レベル,T lX12-LトーI TTl jj-ソ-/とホ一一ム
研一ステノブの蛸へ

バスの欄 卜 一竺二巾 も
… 上-1 -_プラット不二｣､_

Z

LA2-3-日)少迫から筋2ステッ-/で頻り込む E3(12-.卜11郊外U)/ラットホーム

●英/ロンドンのモビリティバスサービス

<サービス概要>･ロンドン郊外のニューハムとウォルサムフォレスト等に､通常のバス

と同様の運行をしている｡

･乗降と料金の支払いは､車内にいるアテンダントが介助してくれる｡

･通常のバス停と同じ停留所に止まるが､近いところならばバスルート

と異なるとこでも乗降は可能｡

･料金は標準的な料金であるが､地方自治体の高齢者 ･障害者の許可証

等､旅行券やキャピタルカードなども有効である｡
･中心のショッピングセンターまでの所要時間は､1時間15分以内｡

<車両の仕様>

･従来型の1階建て′ヾスの中央の乗降口にリフトを装着したバス｡

･通常の座席21の他に､車椅子用の椅子5席からなる｡
･モビリティバスであることを示す表示が大きく書かれており､遠くか

らでも確認できるように配慮している｡

●米/サンフランシスコのリフト付路線バス

<運行の背景>

･1973年に､ピーク時のバスの50%にリフト装着の義務が課せられたこと
による｡
･その後1986年に､リフト付路線バスとSTSサービスのいずれかを地域
の実情に応じて選択できることとなった｡
･~ll 重いJT性病者可能の表示の特別蓑 函213-15 Jフト･Tlき車両

匹1-1日,▲
毘 Ip- 1モ

ノポ
ル

マ
ーク
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･.痕

スペシャル･トランスポート･サービス(STS) の 概 要

●sTSの定義
･既存の交通機関 (バス･鉄道 ･タクシー)が使えない障害者 ･高齢者

に対して､特別に設けられた交通手段をいう｡

･STSは公共交通のひとつの形式で､障害者 ･高齢者を対象とし､身
体機能が低下した人にはリフト付車両が多く用いられる｡

･利用に対しては､特定施設の利用者に限定されたものや､不特定多数

の障害者 ･高齢者の利用が認められるもの等がある｡

･輸送システムは､ドアツードアから固定ルートのものまで様々である

が､いずれの場合も価人のインフォーマルな送迎はSTSには含まれ
ない｡

●sTSの分類
(1)固定ルート

①循環型

新宿 ･中野等で運行されている｡乗合バスと異なる点は､聴定施

設の利用者に限定され､かつ障害者であること､さらに料金を徴収

しないこと｡

⑧送迎型

主として養護学校 ･授産施設 ･高齢者在宅ケアセンター等の送迎｡

施設の利用者に限定したサービスである｡

※東京都などでは､高齢者在宅ケアセンター (約80箇所)では､デイ
ケアの実施により2人分程度の人件費がつき､送迎をセンター内部
で行うか､外部に委託するかを選択できる｡

(2)ドア･ツー･ドアサービス

①ハンディキャブ

重度障害者に対して自由な交通目的にサービスする運行システム

をいう｡行政の事業とボランティアの事業の両タイプがあり､ボラ

ンイアの事業には行政の補助がある｡補助のない団体の運行は極め

て難しい状況にある｡

(参その他

タクシーと救急車が核当する (英国の救急車は高齢者 ･障害者の

輸送を中心にしている)｡

●ハンディキャブ運行の実態

･東京都内で､主に障害者のドア･ツー･ドアサービスを行っている42
の団体の運営状況について調査した｡ (データは次頁)

一 68-

(1)運行団体

①運行開始年と運行地域

1970年初頭にボランティア団体が運行を始め､次いで1972年に町
田市が初めて運行を開始した｡1970年代はボランティア団体の運行
が主流であったが､1980年代に入ってからは ｢行政･社協のてこ入
れ型｣が増加した｡

(参財源について

財政主体は行政が3/4を占め､実施主体 (利用者の予約管確まで
を行う)は行政 .社協 ･非営利団体がほぼ3割ずつで､運行主体は
行政 ･社協･非営利団体 ･民間のタクシー会社が行っている｡

運行財源の平均は682万円でその8脱 が行政の負担である｡
予算規模は76%の団体が1,000万円以下､99%の団体が2,000万
円以下であり､予算規模は極めて小さい｡

(2)運行サービス団体の特徴

(丑利用対象者の制限

r地域的制限｣と ｢障害条件｣の制限が設けられていることが多

く､ ｢障害条件｣は障害者に限定する団体が団体が16(39%)､障害
者 ･高齢者双方の利用ができる団体が23(56駕)である｡
今後の課題としては､高齢者の利用制限の緩和と､行政界を越え

た運行システムの開発により､地域間の移動を容易にすることが望

まれる｡

②運行日時 ･圏域

｢必要に応じて｣が67oLを占めており､年中無休の2101を含め､
多くは利用者本位に運行している｡しかし､実際はボランティアが

見つからないなどの制約も多い｡

(3)ボランティアと道路運送法
利用者から費用を徴収することは､道路運送法第101灸に抵触す
る｡行政としても､現状では厳しい取締りを避けている｡

l

J道路運送法lDl条の抵触フロー
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●機器の性能
<走行速度>･最高速6km/h(下り坂でも6km/h以内に制御される)｡

<操作方法>･アクセルレバー1本の操作で速度調整が可能｡ブレーキはアクセルレバ
ーを緩めると自動的にかかる｡

･あらかじめ走行速度を設定できる (6km/h以内で)｡

<性能諸元>･実用登坂能力は10o (最大14-15o程度)｡
･段差乗り越え高さは7cm程度 (扱い方によるところが大きく
･下り坂でも最高速度6km/h以上出ない装置をつけたものもある｡
･障害物に接触すると瞬時に止まり､衝突のショックを和らげる装置をつ

けたものもある｡

･後退もできる｡
･バックミラー､ヘッドランプ､ウインカーはオプションであり､基本的

にはついていない｡ヘッドランプを標準装備した機種もある｡

･全長1170×全幅700×前高900 (スズキ製)､他社製も同程度｡
<充電方法>･家庭用100V電源にコンセントを差し込み､8-10時間充電する｡

･1回の充電で約5時間､30kln程度走れるものが多い｡

声行年のSEialル-ルやマナーを守って.芸全ItJ:L･か【71LJう_

-71-

●普及状況

<価格>
<出荷台数>･

<製造販売>･

●法令上の扱い
<運転免許>･

<走れる場所>

●販売店ヒアリ
<ユーザー>･

<クレーム>･

30-36万円程度｡
1989年⇒10,000台
1990年に令17,000台
1991年⇒23,000台 (見込み) (大阪読売新聞 91.08.28より)
1985年にスズキが発売して以来､89年に四国製作所 (松山)､90年に福
神電気 (兵庫県福崎町)とクボタ､91年にヤンマー農機､山洋電気､92
年にサンデンなどが次々と参入｡注文生産のものもある｡

身体障害者用の車椅子と同様､歩行補助具であるため免許は不要｡

･車道は走行できない｡歩道､路側帯､道路の右脚に限り走行できる｡
ング (スズキセニアカーについて)

坂道の多い地域で､足がやや弱った高齢者によく利用されている｡

全天候型でないことにクレームが多い (法令上やむを得ない)｡
座面が高いため､乗り降りが困難という指摘がよくある｡

横幅が70cm程度あるため､交通量の多い道路や狭い歩道では乗れないこ
とが多い｡

】■ ■I- I Tl7-0匂 LTl～～¥lln)1日○○yJ75■ヽ
■P)rAtSヽ J～○▼▲○○L爪
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く高 齢 者 用 電 動 羊 椅 芋 き .2
宜料‡新聞記事

屯恥三掠車 (ヘルシーぐっず)

890401本抵夕刊 10頁 写固有 (全520字)

高齢で足腰が弱っても､気掛 こ外へ放射 こ山たり､スーパーへ又い軌 こ行けたら ･

｡そんなお年寄りや足の不自由な人たちのために開発されたのか鈴木白地和工菜の

屯動三絵群 rスズキ七二アカーETll-S｣ (24JJ円)と ｢同ETl1-D｣ (

27万円)｡花助車いすのノウハウを生かし､しゃれたスクーター型の三梅輩を考案

した｡

ハンドルの7クセルレパ-幸手で押し下げると､ゆ･3くり発進し､次掛 こ速くなり､

めいっぱい下げたところで最高速度になる.事前に低速 (昭速3キロ)､中速 (同4

5キロ)､高速 (同6キロ)と位高速度をセットすることができ､ふだんは歩く速さ

の中速で.下り坂やスーパー 盲分店などIg内では低速で､息攻を登る時は高速で､

と使い分ける｡I

[おあしす】東京の町工場で身障者m尭花町 すき屯動三垢q_を初めて完成

お91112東京読売朝刊 31頁 社会面 写有 (仝312字)

◇ -障害の程度や年掛 こ合わせ1=身持名川の乗り物を作り掛 ナている充東都足立区

扇二の九の二〇､堀EZl製作所轄営､堀田tt-さん (46)がこのほど､わが国では初

めてという発7E汝付き芯地三冶取を完成させた-写共-｡

◇ 町工格から生まれた "折烈町 は､紀一 三メートル､収六十二センチ｡座席

の下に超小型の発五枚とバッテリ一冬一個をガiみ､位脚 L!速六キロで約四十キロの殿
位を足る｡充78切れを･LR Lながら走らfJ:ければならなかった従来のバッテリ-式に

対し､スタンドで給油すれば､どこまででもOK｡

◇ -r粒巌の限界i･取り払った死場の三Ĝlli｣と､奴uJさんが自照する一号軌 ま､

約八十万円かかっt.:那. ｢半分以下にコストダウンして蛙供したい｣と諮している｡

[ビジネス惜別 サンワ車輪､芯齢者向け花動三G鞍を先発へ

900220東京本裁判桝 8井 蛙折 写図有 (全193割

サンワ軸 は三月一日から､祐齢者も手軽に運転できる尤屯式の電動三絵車 ｢マイ

キャブ｣-写井-そ発売する｡最高速度を時速六キロに抑え,一回の充屯で約五 ･五
時帆 走掛 こして二十キロから三十キロの走行が可能｡充屯は京庭用の一〇〇ボルト

屯淋 ニコンセントを差し込tl/='けでいい｡道交法では身F8着用車イスに該当するため

歩行者扱いとなり､運転免許証は不安という｡価格は二十九万二千円と三十二万円の

二枚凍.

屯血≡絵や- 老人 障害者に ｢祉米の足｣ (ものロジー)

900223本耗地方面/近地C 写固有 (全727字)

矢掛 こ散歩したり只い物にも行ければ∧ ｡足腰が弱ったお年寄りや足の不日.由fJ
人たちの糊料 ここたえようと光り出されたのがスターター型の屯地≡片平-写井｡身

:.ご賢 .R/ :∴ ∴ 工 .lL ∴ +: ~い .:こ'_H ∴ :..:i

り込みにしのぎを削り始めた｡

自動車郎品メーカーの結伸屯損 (本社兵碓県結城町､社長宮内英二氏)は ｢ポJt,カ

ー｣の愛称で本格販売した｡この三甘辛はハンドル鉢のアクセルレバーを下げるとR

直し､書すと自動的にブレーキがかかる｡マイコン別物で､あらかじめセットしてお

くと下り坂でも8占時速六キロ以上LJlない上うにLである.操作はれ単で安全性には

) -｣の愛称で本格販売した｡この三甘辛はハンドル鉢のアクセルレバーを下げると果

l 逢し､書すと自動的にブレーキがかかる｡マイコン別物で､あらかじめセットしてお

l くと下り坂でも8占時速六キロ以上LJlない上うにLである.操作はれ単で安全性には
L _竺 竺 ご誓 ｡㍗

【暮らしセンサー】少道のポルシュ 高齢者用花軸部いす/共用のメーカー的先

900523寮長読)で夕刊 8文 ニューライフ 写有 (全522字)

平価証明不安､免許もいりません｡歩iEiをス-イスーィ｡これぞ､夢のスーパーカ
ーと官いたいところだが､最古時速は六キロ｡人がたった方が速いのだ｡

自動Jli花袋部品メーカー馴 相 磯 (本社 兵刑 ,1<福崎町)が開発した万石齢名向けの

花肋三捨串である｡

rれ レカーという名前なんですが､ポルシェそっくりでしょう｣｢うーん｣｢軽快
なダンス､ポルカにも引っ掛けてあるのですが ･.｣といわれて加持｡

花勤串いすq)イメージを一新した｡丸みをおぴたかわいいスタイル､カラフルなれ
好､井の三色のボディーカラー.

全長一 ･二メートル､嶋O 六七メートル､丑さ八十五キロ｡P_体i･動かすのは二
僧のバッテリ-と直流モーター.家庭mのコンセントがそのまま使用でき､-回^時

間の先花で､約五時間､三十キロの克行が可批 十五度の坂道､七センチの段差も乗
り鳥える｡

アクセルレ′トーを思すと自動的に止まる安全設計.シートは三百六十五度Lgi転する｡
オプションで､ゲートボールのスティックホルダーや､ホイールキャップも用意しで

ある｡価格は三十三万五千円と二十八万八千円の二乱

二月に販売を始めたが.お年帯りヤ圭掛 二枚迎され､いまは月産三百台の完れ行き

とれ 欧米詩国からの引き合いもあり､輪出も検討している｡

三洋も屯勧三片に参入 進tl高齢化､吉井伸びる

910828大阪試売朝刊 9万 (全467字)
三洋花横は十月-Elから高齢者向けの芯地三輪4L｢EWC-35V(変称､マイ
シ･Yトル)｣ (三十六万円)を放光する｡回内では八五年十月にスズキが発光して以

来､^九年に四国製作所 (松LLJTrf)､九〇科 土掘伸花横 (兵肌尽笹崎町)とクボタ､

今･年に入ってヤンマー農債が参入するなど､老齢人口増hl)を見成した有望なシル/(一

世代向け商品として括朱づいてきt.:｡

屯kb≡絵革は歩行が不白山な名人の瓜代わりになる焦り物｡最高時速六キロ メー

トルと歩くほどのス t='-FLかHlで､身体陀芸者ITlの咋いすと同じ獅 子補助具に分RL

される｡歩道を通るため運転免n･は買らない｡老齢人口の増加を反映して､八九年一

万台だった出荷台掛ま九〇年一万七千台､九一年二万三千古 (見込み)と高い伸びを

示している｡

三洋7L横が拳入したのも苅齢化時代の到来で成i7<性の広い商品と判断したため｡r
マイ シナトル｣は絹六十八センチ､長さ百十九センチと.ミニバイクほどの大きさ

で､ま庭内のコンセントから充花でき.一皮の光屯で約三十キロ･メートル (約五時

何)走れる｡人や軌 こ当たると白地停止する安全蛋tRが付いている｡

L薪魁品げっくあっぷ〕屯tb三絵堆/三洋花伎

911114読売家庭経済 7万 七両 写有 (仝258字)

★芯地三指事 ｢マイシャHL,｣ (三洋花伎) `

lポイント】障害物に竣触すると､緊急ブレーキが自動的にかかる ｢七17ティー
ストッパーJが真備され,衝突した際のショックi･和らげる｡約 ･後進の操作は､大

E!アクセルレバー一本でNI単にできるため､拓齢者や足の不白山な人でも一人で気軽

に乗れる｡充電器が内菰されており､ノト 十時間光正すると､平たん路で約30キロ

走る｡

[デ-タ】全長119センチ､会場68センチ､全拓96センチ｡速度は､時速2､
4､6キロの三役桔 (前進)､2キT)(後進)｡

(価格】三十六万円｡

(屯)06 901- 1111

ー 72-

rスズキ｣穀屯動三拝単に欠陥､回収検討
920103東京本叔那珂 30頁 社会 写図蛭 (全165字)

自動車メーカー ｢スズキ｣ (静岡県Lnm L.I,-)が一九八九年十月-昨年七月のRUに起

適した身体陪審着用の花触三G和 r七二アカー｣約二万台に､夏場など気温がか ､時
期に走行すると突然停止する梢道上の間RDがあることが二日までに､利用者の指摘で

分かった｡スズキは ｢主正路破断中などに軌かなくなると､生命にかかわる｣と回収､

無岱修理などの検討を始めた.

運転免許証不安の芯地三絵群 坂道も安心
9201】4大坂妖光夕刊6東 低鹸 写有 (全170字)
運転免梓妊不買の屯曲三垢如 -､I?害や拓齢でJdが不白Lbな人たちに喜ばれている｡

写井は健保連大政連合会など主催の在宅介芝川17,7ェ7で.q介された rポルカー｣｡
時速6キT3までしか出ないが､.I.iWL範inでも条に上れる.充屯方式で6-7時Mの走

行が可能｡2つのタイプがあり､値段は30万円朋友｡問い合わせはミドリ十字薪事
案払 (屯061932-8901)へ｡

免許不安の在勤三絵車 サンデンが発売

920319東京試売朝刊 9貢 写有 (仝178宇)

サンデンは､運転免打紅のいらないr･4L勅三揺恥 r群風｣を､四月-EI発光する｡ア

クセルレバーだけの操作で､約 ･後進の切り潜えと速腔の調整ができ.レバーi･思す

と自動的にプレ-キが働く仕丸みで､お年布りでも手軽に使えるようにした｡危大速

度は､時速六キロに抑えられているたれ iEイスなどと岡城に迅転免打紅がいらない

という｡二十九万八千円｡

(7E)03 3833･1475

920407大阪沃充朝刊 9才 写有 (/i･828字)

◆各菜種から参入相次ぐ

花動三島草を､外出時の -jr に利用するお年寄りらが増えてきた｡.道路交通法で
定められた車両に払当LfJ･いため運転免許がいらず､低速で危険も少ないことなどが

受け.白地畢メーカー/.:'け'rなく花横や負債具メーカーも相次いで参入｡シル′(一市

場の拡大を目指し,光り込みに力を入れている｡

花物≡拾中は､佃単なレJt一良作で臥 後進の切り替えや速度の羽生ができ､最大

でも時速六キロ｡裏庭のコンセントで充花でき,払力はモーター｡羊毛昔も少ないうえ､

歩道i･走れるのがミソ｡十五度前枝の坂でも上れ､下り坂ではレバーを桂すと自動的

にブレーキがかかる｡1瓦格はメーカー間で多少差があるが､二十万円台後半から三十

万円台前半が多い.

カーエ7コン大手のサンデンは今月-E､ ｢春風J (二十九万^千円)を究り出し
た｡前払のバンパーにセンサーを備え､陪審物に近づくとブザ-が鳴る.六時nuの充

屯で三十六キロの克行が可能｡初年度は千台の販WL;を見込んでいる｡

スズキの ｢七二アカー｣は花曲解イスの技術を取り入れ､シートは左右に九十皮回

転でき､乗り降りも楽なように乱【衣している｡八五年に)光り出し､当時の年ruJ旭光台

数は凹千台だったが,九〇年には九千四百台と倍増しT=.

昨年二月から ｢マイシャトル｣を全国の自転Irr_店で光り出した三洋電機は､十月か

ら同社の系列蒙花眼光店でも取り扱い､販路を大幅に拡大した.砕筈軌 こ接触すると

取時に止まり､衝突のショックを和らげる rセーフティストッパー｣i･内歳している.

また､昨年九月に rのりビーJで参入したヤンマー点taは､自社の農扱具攻究ル-ト
をフルに活用｡点相のお年寄りを中心に没速を囲っている｡

El本の老年人口 (六十五鼓以上)は､現在全人口の#)一二%だが､二〇〇〇年には

~六%を超えるといわれ･世界でも有数の老人大馴 こなる｡茶界では八九年には巧一
万台だった蔽充台数が今年は二万五千台前後に述すると見ており､老齢人口の増加に

つれて､市姐はさらに拡大すると分析している｡



レベルB･【事例15】

相模原市は相模大野駅前から伊勢丹 ･グTJ-ンホール (市民ホール)に向かう市道
をロビーシティ相模大野顔づくり事業の一環でショッピングモール ｢コリドー｣として整備｡
これは県道検断デッキ (エス恥-クー付き) ｢季節の橋｣と接続し､伊勢丹 ･ホール･公
園等の市民利用施設と駅を結ぶメインストTJ一卜となっている｡
コリドーではアーケードを二階の天井レベルに架け､雨天時のショッピングを快適
にするとともに商業空間の広がりを出している｡季節の橋にも上屋がついている｡
また､様々なスト卜け7ニチュアを整備して歩行者の利便性 ･快適性を向上させつつ､省
スペース化や歩車の柔らかい分離に考慮して､歩きやすい歩道空間をつくっている｡
例えば､アーケードの柱にゴミ箱や電話を一体化する､柱と柱の間にベンチ･植栽 ･
分電盤等を設置して歩道の有効幅員を損なわずにか= 7ァニチュア整備を行っている｡

▼ ｢コリドー｣の柱にゴミ箱をつくりつける｡
▼柱と柱 の間 にベンチ､
植栽をす る｡

^

電
話
も
柱
に
と
り
つ
け
る
｡
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レベルB･【事例16】

2-(》 道路環境の緑化 ･ストリートファニチュアの設置 多 摩 ニュータウン 堀 之 内 V IA長 池 一 四 季 の 路 公 匪 1 -1
i-② 高齢者をはじめとした交通弱者の移動を補助する機器の導入 取材)住宅都市整備公団南多摩開発局 ･新都市センター開発株式会社

●施設の概要
. 四季の路公園は､多摩ニュータウン堀之内駅前の複合商業施設 ｢VIA長池｣(シ‖ビ
ングセンター.銀行･7スレチッククラJ等生活利便施設が入っている)の屋外自由通路であり､駅
と丘の上の12･13住区 ｢ライブ長池｣地区を結ぶメイン動線となっている｡地区のほ
とんどの人が毎日利用する生活動線なので､単なる通路としてではなく､散策や憩い
のためのアメニティスペース､四季の移り変わりを感じる道茄公園､地区の文化イメ
ージをつくる道筋ギャラリーの性格をもったスペースとしてつくられた.

●アメニティ要素
① 使いながら楽しめる道筋ギャラリーとしての路
･ 四季の路公園は､丘陵地帯の地形を生かして南欧の街並みのイメージでつくられて
いる｡計画段階から日本とイタリアの芸術家の参加を得て､道筋全体が石 ･陶器 ･モ
ザイク･ガラス･木などの素材でつくられた環境芸術として楽しめる道となっている｡
･ 駅から住宅地までの問をゆるやかに曲がりながらのぼっていく路で､両側は白いモ
ザイクで覆われた盛り上がりがさまざまのフォルムを描きながら続いている｡途中に
は植栽帯や噴水もあり､子供たちも自由に遊べるようになっている｡
② 生活利便施設と住宅地を結ぶ
｢VIA長池｣の各階と一体的につながっていてショッピングセンターや銀行等の生
活利便施設に自然にアクセスできる｡
③ 24時間対応
･ 24時間開放されている｡夜､住人が勤め先から帰ってきたときにも街に活気がある
ように配慮されている｡
③ エスカレーター設置
･ 24時間対応の上りエスカレーターが設置され､駅前から住宅地へいつでも楽に登っ
いける｡ ｢VIA長池｣が開いている時間は建物内のエスカレーター･エレベーターも
利用できる｡駅と住宅地の高低差は15m｡

●アメニティ要素の必要性
(ヨ ニュータウンに文化シーズを導入する
ニュータウンは全国から集まった多様な生活感の人々の混成であり､街独自の文化が形
成されていくまで時間がかかるo長池地区では､街びらさの時点で街の文化的イメージの
基になる ｢文化シーズ｣を導入して街の文化形成を先導してこうと計画されたO
･ 四季の路は､文化シーズの役割をはたすよう､南欧の街並みをデザインテーマとしたイ
メージビリティの高い空間構成を目指して作られている｡
(9 15mの高低差を楽しく歩けるようにする｡
･ 丘陵地に形成された住宅地のため､歩行者動線の高低差処理が課題となった｡エスカレ
ーター等の機器の導入だけでなく､アメニティ要素を付加し､生活利便施設との連絡もよ
くすることで､高低差を意識せず楽しく便利に使えるよう工夫された｡
③ 夜間利用にも配慮する
ニュータウンであるため､勤め帰りなど夜間の利用も多い｡駅から住宅地までは夜も活
気のある街並みをつくる必要があった｡

-74-



レベルB･【事例16】

●エスカレーター設置の背景
･ 京王堀之内駅前ゾーンは､平成2年に街びらきをした新しい街 ｢ライブ長池｣(12･
13住区)のセンター地区である｡駅と住宅地の約15mの高低差対策として､2つの歩
行者動線についてエスカレーターが設置された｡
･ ひとつは､駅前の複合商業ビル ｢VlA長池｣と一体整備された ｢VIAStagione一四
季の路公園｣内のエスカレーター3台で､もうひとつは､歩行者専用道路53号線沿い
のエスカレーター3台である｡

<ヒ三､ァ 長 池 エスカレーター>
●施設の概要
･ 新都市センター開発㈱所有
･ 上り専用エスカレーター3台
･ 運転時間 :AM8･30-PM9:30
･ 幅員 800mm､高さ4.45m1台､4.75m1台､5.8m1台 標高差 15m
･ 屋外使用､上屋付き
･ センサー感知自動発停､放送装置つき
･ 車椅子対応はしていないが､ビア長池の開店時間内は建物内のエレベーターが使用
できる｡

●連絡している周辺施設
･ 堀之内駅とビア長池の各階､住宅地区を南北につなぐ｡ビア長池内にはスーパー､
ホームセンター､飲食施設､スポーツクラブ､郵便局､銀行､医療施設など生活利便
施設ががあり地区住民の生活拠点として機能している｡

●事業内容
<事業主休>･新都市センター開発(棉 (公団の第三セクター)
<事業内容>･ ｢VIAStag10ne-四季の路公園｣の一部として整備された｡四季の路

公園の敷地は ビア長池と一休のもの (センターブロック)で､新都市
センター開発㈱が一括して整備 ･運営している｡
･ センターブロックはスーパーブロック開発で公共の道路やペデによる
街区分割を行なっていない.駅から住区-のルートは建物内の公開通路
と24時間開放の屋外ルー ト(四季の路公園)で構成される｡
･ 公共側では東側の住宅地に通じる歩行者専用道路53号線を設けている｡

<事業費> ･ 四季の路公園 総額約5億円O (財)道路開発振興センターのクリエイティ
九一ド事業の第 1号として融資を受けた｡

●管理の体制
<管理主休>･新都市センター開発㈱
<管理内容>･機械調整はフルメンテ契約 (保守 ･点検 ･清掃作業含む)

･日常の監視は､ビア長池の建物と一体で行っている｡
<管理費用>･保守 ･点検費 目 -･400万円/年

･監視 ･清掃費 (通路 ･馬主車場含む) 1000万円/年

<歩 行 者 専 月弓道 路 53号 線 沿 し→エスカレーター >
●施設の概要
･ 住宅 ･都市整備公団所有
･ 上り専用エスカレーター3台
･ 運転時間 :AMIO:00-PMIO:00
･ 幅員1200mm､高さ 3.5m1台､ 5.0m2台､比高13.5m
･ ITV(2個/台)､集音マイク(3個/台)､放送装置付き
･ 屋外使用､上屋付き

●連絡している周辺施設
･ 駅と東側の住宅地をつなぐ歩行者動線上にある｡駅前広場､C.Ⅰ.センター ｢ま
ちづくり館｣､ライブ長池第二駐車場を経て､駅前ゾーンと住宅地の間の道路を高栄
で越える歩行者専用道路53号線にエスカレーターが併設されている｡

●事業の概要
<事業主体>･住宅 ･都市整備公団
<事業内容>･まちづくり館の付帯施設としてつくられた仮設のエスカレーター｡

･商業用地内にあり､商業施設を建設する際には撤去される｡ただし土地
の分譲条件として商業施設側でエスカレーター等の段差解消施設をつく
ることを義務づける予定なので､将来的にも歩行者動線のモビリティは
担保される｡

●管理の体制
<管理主体>･住宅 ･都市整備公団
<管理内容>･機器調整 :7ルルテ契約 (保守 ･点検 ･清掃作業)-･メンテ会社に委託

･日常管理､保守(テレビで監視､日常清掃等 一一一一メンテ会社に委託
(委託先 :新都市センター開発㈱の子会社､㈱多摩新都市セントコミュニティ)
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レベルB･【事例17】

:I:TT ア二∴一二

･ 高齢者が外出することは､心身に刺激を与え老化を防ぐことに役立つ｡高齢者が

手軽に利用でき､健康を増進することのできる機器がまちにあれば､外出行動はよ

り糞しく充実したものになる｡

匪 撃 室 !L室_--_-墓t這

IL{ 1- _‥-:

･ 高齢者も利用できる健凍器具が､公国や広場の小スペースに設置されている｡こ

れらの器具には様々なタイプがあり､体力や体の大きさにあわせて利用できる｡複

数の器具を設置すれば､多種類の運動が婆しめるとともに､多世代の交流の場とも
なる｡

_I;葦享衝 醐 巴 堕 ∃ iiJW

sTART 瓢 演 芸最 ,1:去二喜

y=左 , p 1-A-pO6O27丸-ra,昂 4 7 三…委:.:'迂 二二 三 . -

.日,熟 書 鮎 藍 ,... [. -悪 感 -.--i .′講 …/～~3.
30ステ71ベンナ

Fm S N

EBル t.淵 トド E3背のl乱斤O- E)i,ヤンプステップ 田 ラムダ El背のLZitJチO-EI前屈台 Ea刃の乱ベンチ EB □JJAスカフ
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レベルB･【事例18】

･●-

●背景 ･ 幕張新都心のの中核となる業務研究地区 ･タウンセンター地区の形成
にあたって都市環境整備が縫合的に進められている｡その整備項目のひ
とつとしてデッキや敷地内通路からなる2階レベル以上の歩行者空間
(スカイウェイ)のネットワークが計画され､整備されつつある｡

●整備目的 ･ 公共的なスカイウェイの他､敷地内通路あるいは建築物と一体となっ
たスカイウェイを整備し､地上の歩行者空間とあわせ立体的な歩行者空
間ネットワークを形成する｡

郡市イメージと票毒見 ･各席設を結合することにより､新都心の読-イメージを形

◆ 成する｡

･空中に歩行者空間を確保することにより､変化のある多様

な景観を演出する.

人と華を立体的に分離し､歩行者の安全性を確保する｡

催事開催時における大王歩行者をスム-ズに処曙する｡

連続的な動線を確保することにより､歩行音の快適性､回

遊性の向上を図る｡

立体的な土地利用を促進する｡

施設の複合利用を促し､アメニティ環境を形成する｡

各箱設内.街区問の防災避難経路を確保する｡

ビル風等への対処を図る｡

ストリートフア二チュアやサイン､あるいは各種のイ ン フ

ラ藷設の設置空間として利用する｡

● ス カイウェイネットワークの考え方
･歩行者空間ネットワークを形成するC
･主要交通拠点となる海浜窮張駅と日本コンベンションセンター(幕張メッセ)等の主要施
設を結′5くスム-ズな動線を確保する｡
･大規模イベント施設と周題の商業施設､緑地等のオープンスペースを結JS､補助的な動線を
設け､一時的な大患歩行者の分散･滞留を図る｡
･J毎浜幕張駅と周辺の商業地区､業務研究地区を結ぶ日常的な生活に対応した歩行者空間を
形成する｡

･施設内の空間を取り込んだ多様な歩行等環境を形成する｡

駅 前 広 場 デ ッ キ

(駅 前 広 唱 の デ ッキ )

4-,15 i-
.､'-ニト
十'-.'丁こ-:
地上レベル歩行者空間 ■1
(歩ieL 公園､損地)

-791 .- 横断歩道橋

(横断歩道横型スカイウ=イ)

施設 間 ブ リ ッ ジ Fワー■朽 1

(建 築 物 悦 を 選 揺 す る ス カ イ ウ エ イ )

敷 地 内 通 指

(腫 物 内 又 rJ埋 物 に 付 尾 し て 孟引 ナる 敷 地 内 歩 行 者 空 間 )





レベルB･【事例18】

●整備手法 ･ 公共スカイウェイと地上レベルの緑道 ･歩道等公有地内の歩行者空間
は千葉県企業庁が整備する｡
･ 民間の敷地内のスカイウェイは､敷地分譲の時点で設置が義務づけら
れている｡
･ 千葉県企業庁では､ ｢幕張新都心環境デザインマニュアル｣ (対象区
域 :タウンセンター地区･業務研究地区)を策定した｡これは､幕張新
都心の街づくりコンセプトとイメージ､事業者の施設整備に関わる環境
デザインの計画標準､及び計画標準設計の手引､具体化手法等について
示したもので､この内容を土地の譲渡契約条件としている｡この中で､
スカイウェイの目的と整備手法が示されている｡
･ 事業者は企業庁と建築確認に先立って事前協議を段階的に行いマニュ
アルを踏まえて地区の特性､事業者の創意を加えた計画を決定していく｡
事業者はデザイン実施検討書を作成し､企業庁はその検討会を設置する｡

●整備状況 公共が整備する横断歩道橋型のスカイウェイが10完成している他､幕
張メッセ､プリンスホテル､ワ-ルトビジネスガーデン等の既設の建物
敷地内にスカイウェイが整備されており､公共スカイウェイと接続して
ネットワークを形成しつつある｡
駅と駅前広場デッキの接続に段差がでている｡JR海浜幕張駅改善の目
処は当面たっていない｡
スカイウェイへのエレベーター利用は建物利用時間に限られており､
車椅子利用者への24時間対応はできない｡

▲エスカレーター付 き 歩 道 橋 は ､ 公 共 の ス カ イ ウ エ イ (道 路 上 ) ｡

ヮ-ルドビジネ ス ガ ー デ ン の ス カ イ ウ エ イ (民 間 ) が 接 続 している.

ワ-ル陀シネスガづ ン
- 81 -

●管理体制

●考 察

公共スカイウェイは企業庁所管｡新都心完成後は千棄市に移管される｡
実際の管理は地域整備協会に他の公共施設と-托して管理委託している｡
建物敷地内のスカイウェイ､及び付属のエスカレーター･スロープ等
は事業者が設置 ･管理する｡

様々なレベルの歩行者動線がネットワークされ､歩行者空間の多様性
と選択の幅が拡がっている｡
地上との連結にスロープやエスカレーターの設置が配慮されており､
高齢者等のモビリティの向上につながる｡
公共と民間のスカイウェイをネットワークすることで､自治体は公共
部分の負担のみで､実際の公共空間は拡大できる｡土地造成事業であり
すべて新規の計画なのでここまでできる｡
駅と駅広デッキの段差解消や､バス車体での車椅子対応など､交通揺
関事業者との調整は今後の課題である｡

▲緑遭メッセモール､地下駐車場とメッセを結ぶブリッジ｡
エレベーターで上れる｡



【事例19】

通常エスカレーターに車椅子乗用ステップを組み込んだ｡
車椅子対応エスカレーターの導入が進んでいる｡
呼出ボタンを押すと､係員がきて車椅子利用者が一旦エスカレーターを止め車椅子
用運転に切り換え､ (車椅子用ステップが出る)利用者とともにエスカレーターに
乗り降りするシステムである｡

- 82-

この間､一般利用者は使えないので､大量輸送が必要な場所では使用が難しい｡
車椅子のあとに一般利用者が続いて乗れる同時利用システムもあるが､現在は行政
指導で専用利用 (車椅子利用時のチェーン封鎖)が義務付けられている｡

" H fu',;芸 子認 諾 三吉'7..T.亨i'Ih M ,丁,







第 3章 施設 ･サー ビスの整備方針

1. 施設 ･サ ー ビス整 備 の考 え方

1)高齢 者対 応 施設 ･サ ー ビスの現状

2) ニュー タ ウ ンと して備 え るべ き施設 .展 開 が期待 され るサ ー ビスと課題 一日-

3)施設 ･サ ー ビス整備方 針 (案 )

2.多摩 ニ ュー タ ウ ン (諏訪 ･永 山地 区) にお け るケー ススタデ ィ
1)諏訪地 区 ･永 山地 区 の現況

2)高齢化等 の状況

3)高齢者対 応 施設 の需要 量 の算定
4)高齢者対 応 住宅 の需要 量 の算定

5)乳幼 児数 ･学童 数 の推 移

6)施設 .サ ー ビス整備方 針 (塞 )
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●調査結 果 の概 要

地 域 にいっ まで も住 み続 け られ る街 づ くりを考 え る際 に は､在 宅福祉 サ ー ビ

スが不 可欠 であ る｡ 在 宅福祉 サ ー ビスの展 開 のた め に必要 な地域 を カバーす る

施 設 ネ ッ トワー クと して は､ 利用者 の特 性 ･サ ー ビス内容 か ら､ どの住 宅 か ら

も徒歩 圏 にサー ビス提 供 の場 が あ る とい う配 置 を考 え るべ きであ る｡ 想定 され

る施設 ネ ッ トワー ク と して は､ シ ョー ト ･ステイ機能 を備 えたデ イ ･サー ビス

セ ンター を地域 拠点 と し､ その ブ ラ ンチ と して独立 した デ イ ･サー ビスセ ンタ

ーを配 置す るとい う構 成 が考 え られ る｡

我 が国 の高齢者福 祉 の現状 を踏 まえ､ 都 市 開発 地 区 に お いて､主 と して在 宅

福祉 の達成 のため に何 を検討 して お くべ きか､ 方針 (秦 )を以下 の よ う整 理 す る

● 新規 地 区 の土 地利用 計 画策 定 にあた つて は､ 各市 町村 の策定 す る福祉 の

ネ ッ トワー ク構 想 に沿 いつつ､ 高齢 者 対 応 の福祉 施設 計 画 につ いて積 極

的 に関 係桟 関 と協 議 して い くo

● 他 の福 祉施 設等 (保 育 園等) との複 合化 や施 設転 用 のため､ 用 地 の暫定

利 用､ あ るいは借 地 の可能 性 を検 討 す るo







②在宅福祉対策

串 英 名 創設 卒 業 の 概 要

昭和 (入所要件)
38 原則として65歳以上の者で､身体上又は
年度 精神上著 しい障害があるため常時介護を必
要とし､居宅でこれを受けることが困難な
者o*1.655ヶ所 135,182人

壷 恒 棄｢施 - 38 (入所要件)

十∴十 原則として65歳以上の者で､身体上､精
年度 神上又は環境上の理由及び経済的理由によ
り居宅で生活することがEil葉生な者o

38 *945ヶ所68,436人

施 整 (入所要件)

(36) 原則として60歳以上の者で､身寄 りがな
年度 いか､又は家庭の事情で同居できない者で

基本利用料の2倍程度以下の収入のある者(寝たきり老人を除 く)*250ヶ所 15131人

圏 46 (入所要件)

年度38 原則として60歳以上の者で､家庭環境住宅事情当の理由で居宅が困難な者(IBL自

設 炊が原則であるので､これが可能な程度の-､1

福 a 健康状態である｣と)*38ヶ所 1.810人
祉 (入所対象者)才 一弦 7ト

対 上吉己老人ホ-ムの入所要件に丘3<当しよい者や､公的援助 のある施設に入ることを望

策 まない者o*111ヶ所 12.354人

阿刺 -用 -施 老人憩の家 l設 - 地域の老人に対 して､各種の相談に応 じ

るとともに､健康の増進､教養の向上及び
(37) レクリエ-シ∃ンのための便宜を総合的に
年度 供与するための利用施設○*1_884ヶ所

40 地域の老人に対 して､教養の向上及びレ

年度40 クリエーション等のための場を与え､もつ

て老人の心身の健康の増進を図ること右目

｣ 二｣ 的とする施設○*3.926ヶ所

景勝地､温泉地等の休養地において､老
年度 人に対 して低廉で健全な保養休養の場を与
え､もって心身の健康の増進を区ーることを
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事 業 名 創設 事 業 の 概 要

昭和 寝たきり老人等で日常生活を営むのに支
37 随がある者に派通○
年度 *家庭奉仕員数 :25.305人-27.105人

要 匪 型 44年度53 寝たきり老人等の日常生活を容易にするためのE]常生活用具を給付又は貸与o

*対象品目 :特殊寝台(レンタル可),マ.Jルス
エ7ハ■./ト.便座(便器),浴槽.湯沸器,特殊尿
器.火災警報機,自動消火器.入浴担架,悼

援 位変換器,老人用電話(貸与).緊急通報装
=& 匿(貸与)

荏 老人対策 ｢= コト ｣ 寝たきり老人等を介護するものが疾病等

こより-時的に介護が困類に7:Iつた場合に

年度54 施設で介護を行う事業D(寝たきり老人等

とともに家族 も短期滞在させ介護技'tiJ-を習
得させるホ-ムケア促進部業も本事業の-
王冠として実施O)

*対象人見(老人)40,604人-49,795人対象人見(トムケア)0人-1653人
宅 (注)ショートステイ対象人員の再掲

福 虚弱老人等をデイ .サ-ビスセンターに適所させ 入浴 給食 EI常動作訓練等各

礼 年度38 種のサ- ビスを提供するとともに､寝たきり老人笠の居宅まで訪問して入浴 給食

刺莱 TJ洗濯のサ-ビスを提供○
*実施ヶ所数 410ヶ所-630ヶ所

老人クラブが行う各種の地域福祉活動串
業等に対する助成O

年度42年度54 *老人クラブ数 128,140クラフ

*会員数 8.175,259人

蓋 蓋雪雲会誌表 I加 - 都道府県老人クラブ連合会､市町村老人

クラブ連合会に対する指導等及び都道府県
老人クラブ連合会に対する老人クラフ̀等括
動推進員のための助成○

呼 *活動推進員数 114人

l + 二 老人クラブ活動等の一環として行 う陶芸

園芸､木工などの生産活動に対する助成O
年度 *実施 ヶ所数 40ヶ所

62 高齢者世帯の日常生活において直面する困りごとを等に対応できる総合相談体制の
年度 確立を図るo

症)*印は､予算上の人月箇所数であるo

出典 :｢介護福祉士養成講座 ･老人福祉論｣中央法規出版



参考2 高齢者在宅サービスセンター事業とデイ･サービス事業

表3-1高齢者在宅サービスセンター事業とデイ･サービス事業

都事業 高齢者在宅サービスセンター 国デイ.サービス事業区分 A型 (垂介護型) B型 (標準型) C型 (軽介護型) D型 (小規模型) E型 (痴呆性老人向毎日通所型)

塞本事莱 生活指導 .相談趣味生きがい ○ 生活指導 ○ ○ 5つのサービスの内3つを選択 して実施 ○ ○

日常動作訓練 日常動作訓練 [コ

養護 養護 ○

家族介護者教室 家族介護者教室 [コ

健康チェック健康増進 健康チェック ○

送迎 送迎 ○ ○

過所辛業 入浴サービス 選択〔買主皇軍軍等冨ご苦〕 入浴サービス ○ ○ 5つのサービスのの内2つを選択して実施 2つのサービスの内いずれか1つを選択して実施 2つのサービスの内いずれか1つを選択 して実施

給食サービスショー トステイ機能回復訓練 給食サービス ○ ○

読問辛莱 入浴サービス 入浴サービス ○ [コ

給食サービス 給食サービス ○ [コ

洗濯サービス 洗濯サービス 口 口

利用定員(基本事業) 1日15人 利用定員(基本事業) 1日15人 1日15人 1日15人 1日8人程度 1日8人程度

利用対象者 虚弱～要介護高齢者 利用対象者 特養対象程度が10人以上 特養対象程度が5人以上 虚弱老人 虚弱 .寝たきり老人 痴呆性老人

○:必須サービス項目,□ :任意サービス項目

出典 :厚生省老人保健福祉局資料 ･東京都福祉局資羊
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参考3 段階的な施設整備の展開パターン例

･都市開発地区においては､当初段階高齢者率は極めて低 く､相当の年数を経たのち上昇 してくるため､通常､都市開発事業施行中は高齢者対応施設に対する需要は

小さい｡

･しかしながら､高齢社会においては､地区外の高齢化による要請､あるいは高齢者増加の需要圧から比較的短期間に地区内も高齢化する可能性が高い｡

･以上のような状況を念頭に､高齢者対応の施設等の計画 ･配置にあたっては､必要量をにらみながら､以下のような整備を推進 していく必要性が高い｡

段 階 整備の考え方 整備イメージ

第 1段階 ･開発当初は高齢者の需要圧は小さいが､経年するに従って増加する ●特別養護老 拠点施設ことは明らかである○ 人ホーム:公共

(拠点整備) ･そこで､将来的にもなくてはならない高齢者等の地域ケアの拠点と ●有料トリけ シニア住宅コミュニティは 療 シニア専用 公的贋駄 ム

なる施設を重要拠点に先行的に整備 していく ●シニア住宅

･但 し､当初需要があまり見込めないので､施設推持の点から一定量め ●テ一イケアセンター

シニア住宅を入れていくo シニア住宅の需要は､社会全体の高齢化に (多機能型)

伴いある程度を見込むことは可能であるo ●医療施設

･高齢対応施設の設置主体は､地元公共団体と協議 していくことになる ●コミュニティ施設

が､公的施設には措置的利用 (帆 :特別養護老人ホ-ム.デイケアセ 施設 施 設 共用施設 OR

ンタ-)のものもあるため､地区内高齢者の利用を優先できるような民間等の施設 (有料ナ-シング.有料デイケアセンター等)を誘致 していくことも考えられるo テ√一枚アセシターA型 ト7●ン共用 有料ナ一打ク~

第2段階 ･地区内の高齢化の進展に応 じて､第 1段階の拠点施設を核に､そのプ ●デイサ-ヒ■ス -i璽~～

ランチ的な機能を発揮する施設を地区内に分散配置していく○ センター

･配置網は､高齢者が徒歩で利用可能な500m圏程度を基本に考えてい (少機能型)

(ブランチ くo (厚生省のゴール ド.プランでは､デイケアセンターは1中学校 ●ヘル八㌧.ホ■ラン
整 備) 区に1箇所配置することとなっているC) ティ7等17Jス

･ブランチの施設は､デイケアセンター､ホーム-ルパー .ボランティ ●小規模シニア

了の活動拠点となる事務所､地域分散型のケア付高齢者住宅 (シルバーハウジング的なもの)､保育園等で構成される〇･施設用地は､施設需要の変動に応じて､既存施設の複合化､転用等で対応 していくものとする○ 住宅

第3段階 ･経年とともに ｢地域拠点-各ブランチ｣｢プランチープランチ｣相互間のネットワークを密にしていく〇･建物施設だけではなく､各高齢者家庭等にサービスされるソフト.サービスのネットワークもあわせて整備 していく○ 7-ランチ7′ランチ 7一ランチ=7."1 4 二 7-iンチ

(ネットワ- ･この結果､地域拠点 (より弱化 した高齢者､特別なサービスを必要と
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2 _ 多 摩 ‥ ユ - タ ウ ン (諏 訪 一 永 山 地 区 )

こ̀ お ナ̀ る ケ - ス ス タ デ ィ

多摩ニュータウン内において､①多様な住戸タイプが混在し､②初期に開発

され､地域コミュニティがある程度熟成されていることから､諏訪地区､永山

地区をモデル住区として設定し､高齢化対応施設 ･サービスの供給方針につい

て検討を行った｡

1 ) 諏 訪 地 区 一 永 LU 地 区 の 現 況

(1)基礎的諸元 (平成1990年現在)

表3-2基礎的諸元

多摩NT全体 諏訪地区 永山地区

面積 (ha) 882.5 106.3 156.5

人口 88.304 ll,360 16.863

65歳以上高齢者高齢者独居高齢者のみ世帯 3.363 457 634

(3.8%) (4.0%) (3.8%)

220 48 62

(0.8%) (1.4%) (1.1%)

251 43 56

(0.9%) (1.2%) (1.0%)

世帯数 26,686 3,552 5.421

一世帯当り人貞 3.31 3.2 3.ll

出典 :多摩市高齢者住宅計画

人口及び世帯数は住民基本台帳 H2.2.1
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表3-3諏訪住区 ･永山住区の住戸形式

入居年度 諏訪地区 永山地区
形 式 戸 数 形 式 戸 数

公団質貸 S45年度 2DK 352戸 lDK 183戸

～48年度 3DK 189 2DK3K3DK 12494601140

S51年度 - 2DK3DK 249戸32

S54年度 3DK4DK 66戸8

S59年度 1LK2LK2LDK3DK 22戸134452

S60年度 2LDK3DK 6戸6

公団分譲 S45年度～48年度 3DK 640戸189 3DK 590戸

3LDK 294戸

S53年度 3LDK4LDK 178戸53戸

S54年度 3LDK 5戸 3LDK4LDK 276戸135

S55年度 - 3LDK4LDk 92戸157戸

S60年度 3LDK4LDK5LDX以上 24戸5330戸

那冒賃質 S45年度～48年度 3DK 640戸S52年度 3DK 80戸

S53年度 3DK 44戸
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2 ) 高 齢 イヒ 等 の 可犬 況

(1)人口構造の変化

1990年から2010年までのコーホー ト法による人口構造の変化を以下に示す0

1990年現在､65歳以上人口は諏訪地区478人､永山地区627人で､高齢化率はそ

れぞれ4%､3.8%であるが､20年後の2010年には､65歳以上人口は諏訪地区23

67人､永山地区3418人､高齢化率は188%､203%となるo

図314現状凍結型将来人口推計(諏訪 ･永山合計)

i奄i75･永山 平成 2年

(人) 托芸文29439人 (人)

平均 397歳

i坂iB.永山 平成 7年

(人) まま‡文29435人
平均 3Ll_B読

iEm ･永山 平成22年

(人)

(人) だ芸文29836人
平均 Ll17石!
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(人)

(人)

岳師 .永山 平成12年

皇三m 29429人
平均 376左≡

(人)

出典 :｢将来人口推計～現状凍結ケース～｣
住宅 ･都市整備公団南多摩開発局資料



(2)高齢者の変化の状況

高齢者の家族状況や､身体状況等に関わる変化の状況を推計すると､以下の

ような結果となる｡なお､ ここでは､東京都下でのケーススタディであるため､

東京都福祉局による係数を用いて推計 した｡

表3-4高齢者の発生率 図3-565歳以上高齢者数の推移

高齢者の状況 係 数

一人暮 し(人) 0.102
高齢者のみ(世帯) 0.209

寝たきり 0.0362
重度障害 0.0265
軽度障害 0.1801

4.000

3.500

3,000

2,500
2.0001さJJ1.000
さ亡Ll

1990年 1995年 2000年 2005年 2010守

①同居の有無

高齢者対応の施設配置については､身体的に虚弱化 した際に介護が期待でき

る､他の家族等との同居の有無が､大 きく関係 して くる｡一人暮 らし高齢者及

び高齢者のみ世帯 (以下高齢者のみ世帯とする)については､健常者は､サー

ビス付高齢者住宅への入居 も考えられ､又､身体的に虚弱化 した場合には､在

宅生活を支援するための何 らかのサー ビスの供給体制の充実や､特別用 ご老人

ホーム等の入所施設が必要 となる｡

諏訪 ･永山地区における､高齢者のみ世帯数の推移は､以下のようになる｡

図3-6高齢者のみ世帯数の推移 図3-7一人暮 し高齢者数の推移

1995年 2000年 2005年 2010年

4LID

350

3川

250

200

150

I(】0

1995年 2000年 2005年 2010年

- 乱丁･7

氷山
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(塾身体的に虚弱化 した高齢者数の推移

図3-8寝たきり高齢者数の推移

I.- 1995年 2080 年 2005年 201岬

図3-10軽度慢書高齢者数の推移

1995年 2000年 2OO5年 2010年

図3-9重度障害高齢者数の推移

F lg95年 200岬 200時 20】0年

図3-11痴呆性高齢者数の推移

19q5年 2000年 2005iF 20】0年

- T.iニ1

氷山







②2010年時点の施設需要量

●65歳以上人口 :3418人

･一人暮 し高齢者 :3418×0.102-349世帯

･高齢者のみ世帯 :3418×0.209-714世帯

-高齢者のみ世帯人数 :(714-349)×2-730人

●高齢者のみ人数 :349+730-1079人

●同居人数 :3418-1079-2339人

●高齢者のみ人数についての算定

･寝たきり:1079×00362-39

･重度障害 :1079×0.0265-29

-要介護者数 :39+29-68--･･①

(･痴呆性 :1079×0.046-50---②)

･軽度障害 :1079×0.1801-194-･･･(参

●同居人数についての算定

･寝たきり:2339×0.0362-85

･重度障害 :2339×0.0265-62

-要介護者数 :85十62-147･･･-㊨

(･痴呆性 :2339×0.046-108--⑤)

･軽度障害 :2339×0.1801-421--⑥

●施設需要量の算定

･特別養護老人ホーム (現行標準定員50人)

①より68/50-1.36カ所-70人定員で1カ所or35人定員で2カ所

･在宅サービスセンターA型 (現行標準定員15人)

週 1回利用として15×6-90人 ･日

④より147/90-2カ所or147/ 6-25より25人定員で 1カ所

･在宅サービスセンター B型 (現行標準定員15人)

過 1回利用として15×6-90人 ･日

③+⑥より (194十421)/90-6.8カ所-7カ所

･痴呆性高齢者デイ ･ホーム (現行標準定員15人)

過 1回利用として15×6-90人 .日

⑤より108/90-12カ所-108/ 6-18より18人定員で 1カ所
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4 ) 高 歯令着 京寸応 住 宅 の 需 要 量 の 算 実巨

(1)サービス付高齢者住宅に対する居住者の意向

①年金活用型 シニア住宅に関するアンケー ト調査結果

以下は､住宅 ･都市整備公団が実施 した年金活用型シニア住宅に関するア

ンケー ト調査の結果の要点である｡

1.調査方法等

･調査対象 :主に東京都 .神奈川県在住の55歳以上の者

･調査時期 :平成 3年 8月

･調査方法 :郵送留置による

･配布数 :4,539票

2調査結果概要

ィ. シニア住宅の立地 ･環境の評価

･シニア住宅の案内 (立地 ･制度 ･仕組み等)を呈示 して評価をきいたと

ころ､ほとんとの項目でよい評価をする人が7-8割を占め､非常に好感

をもたれていることがわかった｡

･特に ｢隣接 して介護施設のあること｣ (評価率89%)や ｢供給主体一住

宅都市 ･整備公団｣ (同88%)､また ｢一般住宅との混在｣ (同75%)に

ついての評価が高い｡

ロ.入居申込意向

･入居意向をきくと､ ｢とても入居 したい｣は6%､ ｢できたら入居 した

い｣は62%となっている｡潜在的な入居希望者を含めると､約 7割が入居

希望者となっている｡

･申込をするかどうかについては､ ｢ぜひしておく｣が13%､ ｢できるだ

けしておく｣が21%で､入居意向者の3割は申込行動につながる可能性が

あ る｡





即 113小学校児童数の推移

図3-14中学校児童数の推移

1･266 1･245 1.225

202 192

01 ■ ■ ~ ー_ ー _
1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年
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- 諏訪

永山

- 諏訪

永山

6 ) 施 設 ･ サ - ヒ'ス 整 備 方 針 く秦 )

(1)施設の需要王と対応方針

(》高齢対応施設

･地区内の高齢対応の中心 となる特別養護老人ホーム ･多機能なサービスを捷

供する高齢者在宅サー ビスセンターA型を拠点地区に配置する｡

･高齢者の徒歩圏が (利用容易鹿)500m以内であることを考慮 し､施設分布に

偏 りが生 じないように､拠点施設をとりまくように､在宅サー ビスセンター

B型を配置する｡

･地区内の痴呆性高齢者の出現に応 L:て､痴呆高齢者専用のデイホーム機能を

もつ在宅サ- ビスセンタ- も配置 していくo

･施設用地 としては再開発による既存施設 との複合､または既存施設の転用等

で対応 していく

･転用施設の候補としては､乳幼児数､学童数が横ばい､ もしくは減少傾向に

あることから､保育所 ･幼稚園 ･学校等の利用を考えていくQ

表3-6高齢対応施設の需要圭

諏訪地区 永山地区

1990年 2010年 1990年 2010年

料象者数左特養 10 47 12 68

在センA●l 21 102 27 147

在センB'2 86 436 113 615

痴呆性 ●8 15 75 20 108

必要施設敬?A 特養 0.2 1 0.2 1(70)2(35)

在センA 0.2 1(17) 0.3 1(25)2(15)

在センB 1 5 1ー 3 7

*1 :高齢者在宅サービスセ ンターA型
* 2 :高齢者在宅サービスセ ンターB型
* 3:痴呆性高齢者デイ ･ホーム
*1*2*3ともP90及び110参照





(参永LLJ地区

●地域拠点の整備

･永山住区は､諏訪住区と比 して区域が広 く､南北に長いことから､サービ

スの拠点となる施設を2箇所に分け､既存の近隣センターに複合または併

設 させて設置す る｡

･拠点施設は､特別養護老人ホームと在宅サー ビスセンターA型の機能を持

つ施設 とするo 但 し､3の算定結果によれば､特別養護老人ホームは､現

行標準定員50名より若干小規模な35名程度の定員のもので も対応可能であ

るO

･健康期から要介護期までを一貫 してケアする機能をもつシニ7住宅を上記

の施設に複合させ配置する｡200戸規模のもの 1箇所､ もしくは100

戸規模のものを上記 2箇所の拠点に分けて配置する｡

●ブランチ的施設の整備

･在宅サービスセンターB型を住区内に7箇所､均等に配置する｡

･3の算定結果によれば､痴呆性高齢者の出現数 も108名に上 ることか ら､内

1箇所は痴呆性高齢者専用のデイホーム機能をもち､18名/ 日定員の､現

行の標準より若干規模の大 きなものとする｡

･地域分散型のサエ ビス付高齢者住宅として､ シルバーハウジングをヴラン

チ的なケア施設に併せて2箇所程度配置する｡

施設名 設置方針

a)特別養護老人 ･永山地区の福祉サービスの拠点として位置づけるo
ホーム ･地域が広く､南北に長いため､拠点施設を2つに分ける○
+ ･既存の近隣センターに複合または併設するo

在宅サービス ･サ-ビス供給方法として､巡回バスの運行等の送迎サービスを考慮
センターA型 し､供給範囲は永山地区北部一円及び南部一円をそれぞれ網羅する
(2箇所) ものとするo

②在宅サービス ･①のブランチ館的な位置づけとする○
センターB型 ･原則として､高齢者徒歩圏である500m圏を網羅するよう､地区内
(7箇所) 均等に配置するC

･1つは痴呆性高齢者用デイホームの機能を併せ持つ多少規模の大き
な物とし､サ-ビス施設分布の薄い地域南部を鮪羅するO
･既存の保健相談所､児童館､小中学校､公益施設等との複合又は併
設とするo

(診サ-ビス付 ･健康期から要介護期までの一貫したケアを実施するシニア住宅
高齢者住宅 :100戸程度×2ヶ所､又は200戸程度×1ヶ所を配置するo
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参考 2 用語の定義等

ショートステイ

介讃している家族が,疾病や介識疲れなどになっている場合に,在宅のねた

きり老人等を一時的に特別亜種老人ホーム等で預かる事業｡デイサービス事業.

ホームヘルプサービス事業と並んで.いわゆる在宅3本柱を構成する｡利用期

間は原則として7El以内で,食事等の突背 (平成2年度で特別養護老人ホーム

の場合,1.920円)を自己負担する｡2年度のベ y ド数は7,674床で,施設整備

芋tの柏と運営費の兆を厚生省で補助する｡ゴ-ル ドブランにより,11年度まで

に5万喋を軽備する,

日中,在宅の虚弱老人やねたきり老人等を送迎パスにより老人デイサービス

センター等の施設に通わせ.あるいは各家庭を訪問して各種サービス (大瓶

給食等)を提供する事鼠 ショー トステイ事象 ホーム-ルブヤ｣ ビス事菜と

並んでいわゆる在宅3本桂を構成する｡老人等の自立を助け,孤独感を解消す

るとともに,介護に当たる家族の負担の軽減を図ることを目的としている｡平

成2年度の実施か所数は1.780か所で,施設整備費の1Aと運営費の旭を厚生省

で補助する｡ゴール ドプランにより,11年度までに1万か所を整備する｡

在宅介謙支援センター

在宅介護に閑し,身近なところで専門家による介護の相談や指導が受けられ.

市町村の窓口に行かなくても必要なサービスが受けられるよう調整する24時間

休制のセンター.相談.サービスの調整等に当たるソーシャルワーカー又は

保健軌 一具体的な介護の指導に当たる看護婦又は介護福祉士が各々 1人ずつ

配置され 特別養讃老人ホーム等に併設して整備される｡平成2年度に創設

(300か所盤備)され,施設整備費の始と運営費の旭を厚生省で補助する｡ゴール

ドプランにより.11年度までに1万か所を整備する｡
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ねたきり老人等,入院治療より看護や介頂を必要としている者に対し.看讃.

医学的管理下の介預及びリ-ビリテ-ション等の医療ケアと日常生活サービスを

入所及び適所の方法で提供する施設.長期入院患者の家庭復帰を促進するため,

昭和61年より制度化された｡医療施設と福祉施設,これらの施設と家庭,それぞ

れの中間的な性格を有するという意味で ｢中間施設｣とも呼ばれ,病院や特別溢

讃老人ホームに併設するなど様々な形態がある｡施設入所者には市町村長から施

設療養半管が支給され.食R 日用品札 おむつの洗濯代等の経費については利用

者が負担する｡平成2年12月末現在393施設.定月数は3万1.490床｡ゴール ドプ

ランにより.11年度までに28万床を整備する｡

高齢者生活福祉センター

過疎地 (山村,艶島を含む)の高齢者に対し,介護支援較能,居住機能及び

地域における交流機能を総合的に提供する事薫を行うとともに.高齢等のため

自宅において生活することに不安のある者に対し,冬期など一定の期間住居を

提供する｡平成2年度に創設(40か所塩崎)され.3年度からは新たにセンターへ

居住部門利用者に対する各撞相談等を行う生活援助月を1人配置することとし

ている｡整備資のうち,厚生省が1/2を補助し.併せて過疎mによる財源確保

も認められている｡ゴールドプランにより,11年度までに400か所を整備する｡

一人暮らしや夫婦のみの世帯といった,高齢.身体枚能の低下のため,独立し

て生活するには不安がある高齢者が自立した生活を継続できるように工夫された

軽費老人ホ-ムの一種で,各種相談,食事等のサービスを行う｡個室を基本とし

車椅子の利用を可能にするなど,自立した生活やプライバ/-を尊重したつくり

が特乱 平成元年度に創設 (200人分整備)され,施設整備賓の1/2と運営費の一

部を厚生省で補助する｡ゴール ドプランにより,11年度までに10万人分を整備す

ら.

出典 :｢厚生白書1991｣厚生省編
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参考 3 老人ホーム種別概要

特別養護老人ホーム 養護老人ホ-ム 軽費老人ホ-ム 有料老人ホーム

A型 B型 ケアハウス型

設 置 那 那 那 社会福祉事業上の届出 (郡の受理) 営利法人でも可 (極端主 体 区市町村-届出 (郡の受理) 区市町村...届出 (都の受理) 区市町村 な利益追求は不可)

社会福祉法人...都が認可 社会福祉法人-都が認可 社会福祉法人､その他 届出一都の受理

入所塞準 年齢 65歳以上 (事情のある場合は60 65歳以上 (事情のある場合は60 60歳以上 (配偶者が60歳以 60歳以上 (配偶者が60歳以 60歳以上 (配偶者が60歳以 概ね60歳以上 (配偶者

歳以上) 歳以上) 上なら60歳未満でも可) 上なら60歳未満でも可) 上なら60歳未満でも可) が60歳以上なら60歳未満でも可)

身 ①身体上または精神上著 しい障 身体上もしくは精神上または環 身寄りのない者○家庭環境 居宅生活が困難な者o自炊 自立した生活を送れる人で害 (常時介護の状態でかつその 境上の事情 住宅事情等の理由により居 ができない程度の健康状態 身体機能が少 し心配になつ

体秦件等 状態が継続)(診居宅介護が困難な者(む､(診必須 (》身体上または精神上の障害で日常生活に支障(塾家族の同居が困難③住居なし､または劣悪な環境①～(卦のいずれかに該当 宅生活が困難な者○ の者は除くo てきた人○

経 なし (9生活保護世帯 生活費充当可能所得等が基 なし 生活費に充てることのでき

宿 ②市町村民税の所得割を課せら 準 (特甲地 .50人定員施設 る所得等が基本利用料の2

的秦件 れていない世帯 (生計中心者)③災害発生等により(D､②の状態に相当 の事務費+甲地 .生活費)の2倍程度以下 倍に相当する額以下

最 設備 居室...1人8.25m2以上 (収納部 居室...1人7.425m2以上 (収納 居室...1人6.6m2以上 (育 居室-1人16.5mz以上 (個 居室.-1人16.3nf以上､有 居室- (個室)

分含)地階不可､採光 . 部分含)地階不可 効面積) 室)夫婦24.8m2以上 効面積9.9m2以上とし 入居時よりねたきり等

外気基準あり 廊下幅1.35m以上 (中廊下幅1.8 1人 1室､50人以上の規模 調理､洗面設備設置 居室には洗面所及び により常時介護を必要

廊下幅1.8m以上 (中廊下幅2.7m Tn以上)階段の傾斜は緩やかに 50人以上の規模 (併設は20 便所を設けること○ とする者を相当数入居

低水準 以上)階段の傾斜は緩やかにすることo原則として1室4人以下､50人以上の規模O することo原則として1室2人下､50人以上の規模○ 人以上) 1人 1室､30人以上の規模 させることを予定している有料老人ホームにあつては､介護居室､浴室､機能回復訓練室及びヘルパー室を設置

サ 常時介護,給食,健康管理,衛 給食,健康管理(健康診断),衛 相談 .助言,給食,余暇活 相談 .助言,健康診断,負 給食,緊急時の対応,介護 食事,相談助言,レク

l 生管理,協力病院の決定,生活 生管理,生活指導,械能回復訓 動,機能回復訓練,保健衛 事は自炊を原則0-時的疾 機能,相談 .助言,夜間の リエーシコン,保健衛
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参考 5 シニア住宅の基本フレームと事業イメージ

シニア住宅の供給にあたっては､高齢者の生精に必要とされる施設､サービスの

全てを供給するのではく､できる限り地域の社会箕源を精用し､入居者の費用負担

を軽減することに配慮する｡しかしながら､現段階では社会資源の地域格差が大き

いこともあり､シニア住宅と併せて必要な施設 (社会資源)を整備するなど､地域

特性に応じた多様な整備を図ることとする｡

当面のシニア住宅の地域展開タイプとして､大きくは次の3種類程度の典型が想

定される｡

●タイプl 社会敦源のストックが比較的豊富な既成市街地等にあって､こうした既存資源を

汚用するタイプ｡ただし,社会資源が少ない地域において､タイプlI,1日で供給

されるサービス施設を拠点として､サービス提供を′受けるブランチ型供給タイプ

も想定される.

●タイプIl･社会資源の少ない地域にあって､ある程度のサーヒス施設をセットで新規に供給

するタイプ

●タイプm 更に進めて相当程度のサ-ビス､施設を直接提供するタイプ

基 本 的 事 項 居 住 形 態 生括サ-ビス供給形態 備 考

健康自立期 l劇 毒介那 1 要介護期 【鍵康自立糊 虚弱介諜期 要介謙抑

タイ ●健常 自立鞘から虚 弱介護糊 まで対応 した生括サービスを淀供するが､外部の民間提供主体や公的福祉施策による在宅介護サ-ビスを受けることにより要介護期も居住が可能. 基礎 財団 ･20-50戸程度の比較的小規模の供給が想定

絹任貫昇任
｢ブⅠ ●共同生指が円滑に行えなくなった場合等は､身元引受金品報 蒜e早ま慧弄蒜由銅 莞鮎 等警賢､予め入 吾∴i選択 提挽 ･都心部､再開発に通用しやすい

タイ丁′ ●周辺地域のサービス需要 が見込まれる地域で､当該シニア住宅だけではなく､周辺地域へのサービス提供もなされるサービス施設を併設する○●健康自立期から要介護期までを対象とする生精サービを提供す が 食事サ-ど や在J+人 ノヘ 基礎 l 財団 一挺班諾設 100-200戸程度を想定･都市近郊部に適用し易い

転義
ⅠⅠ ス ､ る ､ ス 毛ノr津､施設ノr護サービス は､併設介護施設から提供を受ける.●基本的に,要介津期は提携の併設施設へ移住するためコミュニティは代わらない. 選択 提携

杏 ●現時点では周辺地域のサービス需要が見込まれない地域で､シニア住宅専門のサービス体制.施設を整備する､ ノゝ ノ′ゝ 基礎 ･300-500戸程度を想定近柔毛 奨外包を

[参考】都市近郊部等におけるタイプ11,ⅠⅠⅠのサービス拠点施設からサービス提供を受けるブランチ型タイプⅠのイメージ (発展的展開イメージ)

-110-
出典 : ｢シニア住宅推進調査報告書｣ (財)ベター リピンク



参考資料 1 既往調査の概要

■資料編

(1)昭和63年度調査委託研究
｢都市開発地区における高齢化に対応 したサー ビス提供に関する基礎的調査｣ 一一日=一一一日一一日 112

(2)平成元年度調査委託研究

｢都市開発地区における高齢化に対応 したサービス提供に関する基礎的調査 (その2)｣ 一日 112
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(4)平成 2年度調査委託研究

｢高齢化社会のまちづ くりに向けた都市開発のあり方に関する調査｣

≦毒至妻滑 達筆毒酒 …義 旗 ぎき.* 妻萱妻汝 ≡…蕪講書ぎ講張紙糾 拙 雀賢さ恵滞頑…如来恕 類義≦蔓萄 強襲≡亨転≡蔓り≡…洋美≡…喜…≡…
-色 々 な 世 代 カ< ① 多世代が尉主し､交流する社会の形成を実現する多機能接合的土地利用.

混 じ り あ っ て 暮 ら し ー
-駅 間 の 交 流 カく盛 ん な ま ち ○ ② 高齢になっても痩力自力で安全.快適に行動できる生酒環境の形良

⑧ 年齢に応じた多様なライフ.スタイルに対応する住宅.宅地の供給.

土地糾用計画の方針 1.
● 従来の壮年ファミリー層中心のベッドタ

ウンでなく､多世代が生き生きと混性する

ために､住･労･学 ･連等､多様な機能･

要素が振合する土地利用計画｡

① 日常生活圏をより豊かにする多投能複合
的土地利用計画｡

⑧ 人口構成の変化や､まちの成長に伴う新

たな撒 需要に対応できる.)1-ブ用地の確保｡

⑧ 生活の潤いと安らぎを与える身近な自然

の担鼠

土地利用計画の方針 2.
● 高齢者の日常生活圏と多世代への交流を

考慮したバlJ77TJ-の住区と施設の配乱

① 徒歩圏住区内への基本的地域施設の配置｡

② 分散されず､頓創 ヒした地域施設の配置｡

◎ 高齢者施設と若年･成人利用施設の複合

化｡

④ 施設を結ぶ利用動線のネットワーク化｡

土地糾用計画の方針 3.
● 多世代の交流の鳩 ･搬 者の生き甲斐の

堵となる扱能の帝人｡

① 職住近接･地頓密着を図る就労の塙の形

成｡

(参 余噸･生産学習･社食参加の鳩の提供｡

⑧ 地域密着型の地顔･医療 ･福祉減染｡

@ 地域情報伝三重網の整備｡

土地糾用計画の方針 4.
● 塵外空間のアメニティを向上させる交通

基盤の高架化.

① 多様な交通モードの受容 (バラ･トラン

ジット･サービス)｡

@ 豊かな道路空間の形成｡

交通基盤整備の方針 1.
● ノ-マライIF-ション達成に寄与するモ

ビリティ (捗軌の利便性)の平等の励正｡

① 高齢者を始めとした交通弱者が自力で移

動できる遭馳 †｡

② 高齢者を始めとした交通拓者の移動を補
助する織機 偏の導入｡

⑧ 高齢者が利用し易い乗物などバラ･トラ

ンジット システムの表書/入-

④ 乗り継ぎを私Tiにする交通相 点の改善｡

交通基盤整備の方針 2.
● 移動制約の様々な段階 (加齢のカ班)に

対応する安全性の向上｡

① 高齢者の休力や能力に対応した週給 1.

② 高齢者の体力や能力に対応した交通管理

計画｡
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交通基盤整備の方針 3.●r豊かな生活｣の一環として交通空間の快
適性の奴

① 道路理境の操化･スト7)-トフTニチュ

了の設置｡

(診 わかりやすいサインシステム｡

⑧ 雨天･荒天時の対応｡

交通基盤整備の方針 4.
● 外出行動が楽しくなるネットワ-クとし

ての歩行環境の整備｡

① 生活関連施設と歩行者動線のネットワー
ク｡

② 健康保持に寄与する歩行環境の整備｡

住宅･宅鵬 の方針 1.
● 多様な世代の居住を迎え入れる多様な住

宅･宅地の供給｡

① 将来世帯練成に対応した供給率の牧村｡

② バイ777)-を保障する葉貸･分娩比率､
価格･家賃･規模等の設定｡

◎ 同居･隣居 ･近居等の要求に応える多様

な住宅･宅地タイプの供給｡

住宅･宅地供給の方針 2.
● ラ巾･ストジが変わっても地喋に住み続けら
れる住宅･宅地映絵システムの机

① 高齢者や若年世代に配慮した供給 ･住み

替えシステムの軌

② ケア付き集合住宅の供給｡

施設･サービスの整備方針 1.
● 高齢者の地域生活におけるJ-マ封的 ンの

達成に寄与する施投サービスの軌

① 鰍 レクリエーション施設などの

健康づくり拠点の整備｡

⑧ 在宅介護サービスを中心とした相互扶助

の地域福祉ネットワークの形成｡

⑧ 医廉施設や､福祉施設の整備と在宅医廉

システムの碓入｡

撤 ･サービスの整桝 十2.
● 多世代の交流の蟻､コミニティ拠点の形成｡

① 多彩なEl由時間活動が行える坊の整鼠

② 高齢者が若い世代と交流するl幾会の創出｡

⑧ 蔀醇旨かまちの選言に硬蛭的に参加でき

るシステムづくり｡

施設･サービス嚇 十3.
● 撤注近接 ･地域密着を実施する就労の蟻

の穀偏｡

① サテライト･オフィス､ホームオフオス

や､業務施没の軌

② 能力開発センター等の導入｡

施設･サービスの肋 I4.
● 居住者の生活を支える充実した情報･通

信ネットワークの整備｡

① 双方向CATV網の整備とその様々な活用｡
② セキュTJティシステム網の整偉｡
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参 考 資 料 2 モ デ ノレ 地 区 の ヒ ア リ ニ/ ク-t録

(1)南多摩開発局事業部へのヒアリング

日 時 :平成3年 10月22日 (火)AMIO.00-1200

場 所 :公団南多摩局会議室

出席者 :南多摩局,公団本社

(財)E]本建築センターー園田,山田

(樵)山手総合計画研究所-管,椎原

1.地区の高齢化対応に対する基本的な考え方についいて

●多摩地区では一時的に大里の入居者があったため､高齢化が一斉に急激に進

行す る恐れがある｡地元自治体や東京都 も危機感を持 っており､公団としても

各関係主体と連携 しつつ何等かの対応を図る所存である｡

●本社の整備方針が ｢色々な世代が混 じりあって暮 らし､世代間の交流が盛ん

なまち｣ということに関 して､公営､公社､公団及び賃貸分譲を ミックスし､

多様な住宅タイプの供給 と住民相互の交流 ということを考えている｡究極的に

は 1棟内での混合も考えられるが､その必要性の是非については住替えのシス

テムの構築の議論とも関係 して来ると思 う｡

●世代交流については､ごく普通のまちづ くりを目指 している｡すなわち､全

国的に高齢化率が高 くなる状況であれば､多摩ニュータウン内 もそれと同程度

に高齢者が分散 して居住 し､自然に各世代が交流できるようなまちになればと

思 う｡そういった意味では､ これまでのように住宅供給対象が全て中間ファミ

リー層で良いかどうかは疑問である｡

●高齢者ばかりを集めた住宅を建設す ることの是非については､今後どの桂度

の割合で高齢者が増加 していくかの予測がまだつかないので結論は出しにくい｡

ケアサー ビスの供給方策についても議論が分かれるところで､出前型か適所型

かで施設の配置計画 も建 って くる｡但 し､公団としてそういった福祉分野の話

にどこまで係わるのかという議論 も一方である｡住建部門でケア付住宅や公社

のケア付住宅の建設の話 も出ており､まちづくりの担当部門としては､各種の

施設整備 と共に全体像を整理する必要性を感 じている｡

●高齢者向け住宅をどの程度のプロポーションで建設するかも難 しいところで､

高齢者向け住宅とは､誰にで も住み易い住宅ではないか､ という考え方 もある｡

それは結局の所ス トックの大 きさの議論に発展するが､ ライフステージにより

適正な住宅の広さは違 って くる筈で､ どこまで居住者に強制できるのかは疑問

である｡

●施設整備については､都では多摩地区では医療施設は既に充足 していると位

置づけられているo Lか し､高齢者の健康増進や弱化 した高齢者の介護といっ

た問題は､医療施設では救いきれない部分がほとんどであり､高齢者の生活支

援 システムの導入と医療行政 との連携は､非常に難 しい問題であるO ソフ ト面

で公団が手を出せる部分の限界ということもある｡

●基盤担当としては､インフラの整備がまず基本と考えている｡但 し､高齢者

向けのインフラ整備 ということでは､段差解消 と建物へのアクセスの保障が第

-で､後は非常に軽度の改善一看板や信号をを見やす く大 きくする,要所に手

す りをつける,ベンチを置 く等-で済むことが多いO

●多摩ニュータウンはまだ高齢化がそれほど進行 しておらず､今後は広範囲に

少 しずつ進行 していくことが考えられるO そういった将来的な見通 しに立 った

住宅整備が必要であるが､その際に多摩ニュータウン内のどこかの地区で高齢

化が突出 して起 こった場合､地区全体の高齢化 と高齢化が突出 した地区をどう

結び付けて対応するか､ といった問題 もある｡サービス出前型施設 と高齢者集

約型施設の配置のバランスも要琵しい0

2.多摩ニュータウン高齢化社会都市づくりについて

●東京都が過去 2年間にわたって調査を行 ってきており､今年度はその具体化

に向けて地元自治体 と公団 も加わり､三主体で委員会を組織 し､多摩ニュータ

ウンとしての高齢化対応まちづ くりのシナ リオを作成 していくというものであ

る｡今年度は各主体の合意形成を行って､調査をスター トする所までを目標 と

しており､来年度以降基本計画､実施計画の策定を予定 しているO

●検討に際 しては既開発地区と新規地区に分けて考えている｡

既開発地区では､まず多摩部会を組織 し､第三次多摩市総合計画を受けて､

｢多摩市高齢化基本計画｣の策定を､公団と多摩市で委員会を組織 して行 う.

更にこの基本計画を元に高齢型社会事業計画策定､事業計画の推進､具体的事

業の取 り組みにつなげていく｡ また､諏訪永山地区をモデル地区として､実現

化方策を検討する｡諏訪永山地区では､-ー ド面で､インフラの整備 と高齢化

対応 という視点からの点検､住宅の建替えにともなう高齢者住宅の確保を考え

ている｡ ソフ ト面については近隣センターをコミュニティセンターとして位置

づけ､高齢者の生活支援の拠点として新たに構築することを考えているが､公
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団が直接手を出すのは難 しい部分があり､ 自治体の福祉行政との連携方法が問

題となって くる｡

新規地区としては､稲城第二住区を予定 している. ここは平成 6年度より入

居開始予定の地区で､超高層住宅の建設予定があり､そこに高齢者住宅を ミッ

クスさせて世代間交流を図ること､また高齢者のための何等かの生活支援 シス

テムを共用施設に組み込むことを考えている｡動線等にも弱者対策を考慮 し､

トータルなインフラ整備ができればと思 っている｡また､多摩ニュータウン内

の拠点地区として位置づげ､世代間のバランスのとれた ｢ふつ うのまち｣づ く

りを実践 したいD

3.その他

●今後の高齢者数の増加に対 し､ ｢元気老人用｣の施設の必要性 も感 している

が､生 きがい対策等 ソフ ト面の整備の比率が大 きい｡将来的な在宅医療､在宅

福祉の整備 とも絡んでCATVの導入､整備といった対応 も考えれるが､これ

らに関 しては公EBとしてどこまで関わることができるか､必要か､は難 しい問

題である｡

●高齢者の就労の場の確保ということで､サテライ トオフィスの導入や企業誘

致の際の条件付加 (ある程度の割合の高齢者の雇用等)等 も考えられる｡地域

開放型の ｢ひとにやさしい施設づ くり｣も今後 は必要であろう｡

●行政側の負担増か ら､行政 としては高齢者施設を嫌 う傾向があるQ都市運営

まで公団が担い､まちの中で高齢者の介護までクローズできるようなモデル地

区を設定ができれば良いと思 う｡

●多摩南部局 としては､本社のシナリオに対 し､ どのレベルまでのすり合わせ

が必要なのかが見えない状態｡ある程度の水準の明示をお願い したい0

(2)港北開発局事業部への ヒア リング

日 時 :平成 3年 10月22日 (火)pM2:30-4:30

場 所 :公団本社会議室

出席者 :港北開発局一野田,

本社 一高桑

(財)日本建築センターー園田,山田

(秩)山手総合計画研究所一権原

1.地区の高齢化対応に対する基本的な考え方についいて

●公団 としての役割分担を明確にすることがまず重要｡港北地区はまだ開発途

上であるが､現時点で高齢者関係の施設で民間の中銀がケア付分譲マンション

を建設 しており､今後､民間の地主で特巻を建設 したいという意向や､公社の

ケア付住宅､公団住建部門のシニア住宅の建設予定 もある｡各主体がそれぞれ

の施策を展開 してい く際に､ どの部分までを公田が担 うのかについて､行政と

の関係 も含めて整理することが必要｡

●港北ニュータウンの大前提は､まず住宅を張 り付けることである｡現在まで

のニュータウン内のケア付住宅や施設の配置については､計画的というよりは

結果的に配置されたという部分が大きい｡今後の配置計画についても､利用者

あってのことで､利用者の想定や利用目的の限定について公団がどこまで関与

できるかは疑問である｡

●横浜市では ｢高齢者の安心できる暮 しの確保｣ということで施策を展開 して

いるが､市の方針が公団サイ ドまで落 し込まれていない状況である｡港北ニュ

ータウンにおける高齢化の将来像を元に､市を入れてのまちづ くり方策､高齢

化に向けたコンセプ トの確立を図っていくべきであろう｡

●高齢者の生活面の支援 という視点か らは､横浜市では平成12年までに在宅支

援サー ビスセンターを80箇所新設する予定であるo港北ニュータウン内でも､

平成 2年度調査の結果5箇所必要 との推計値が出ており､現在老人福祉センタ

ー建設予定地の近隣に建設を考えている｡

健常な高齢者の就労の場の確保 としては､地域開放型の企業の誘致を検討 し

ており､既に ｢サカタのタネ｣の本社を誘致 している｡地元住民との交流も併

せて狙 ったものであるo Lか し､現実問題 として定年まで都心等に勤務 してい

た人が､その後地元にUター ン就職 してうまくいくか､という点でかなり難 し

いと思われる｡む しろ若年層の地域での就職を考え､高齢化 しても地域に密着

した暮 しができるような方策を検討するべきか も知れない｡

2.その他

●現在の高齢者対応施策の形態では､行政が拾 うのは最低階層の部分だけであ

り､従来公団が対象 としていた中流階層といった部分が抜け落ちている状態｡

公団としてとしてどう対応 していくかが今後の課題 となる｡

●高齢化の進行にともない､小学校や幼稚園より高齢者向けの施設が数的に必

要となって くることが予測されるが､港北ニュ-タウンでは距離圏を元に小学
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校を配置 しており､完全に他の高齢者向け施設等に転換することは不可能であ

る｡む しろ施設内部での用途の複合化が実現的であるが､そこに立て割 り行政

による限界がある｡土地所有者 としてその部分で公団が何等かの関与ができな

いか｡

●横浜市では高齢化のスピー ドは全国 レベルと比べてそれほど早 くなく､港北

ニュータウン内においても高齢化はまだそれほど深刻な問題 となっていない｡

高齢化対応のための事業を展開するというより､ニュータウン内のプロジェク

ト終了向けて､今後のニュータウン内の都市整備のあり方の整理を死体 と考え

ている｡本社での方針が打ち出されればそれへ向けての計画の展開 も考えられ

るが､それまでは､現在までの経緯を整理することに留まることになる｡

● フランスの リセ､ ドイツ学園や音楽系の洗足学園の誘致や､オペラ-ウスの

建設により､ ｢おしゃれ｣なまちとなる地域に高齢者施設ができることで､嫌

悪施設とならず､豊かな老後の象徴 となるような､一般住民に対する高齢者施

設全体のイメージアブを図ることができると良いO

(3)横浜市企画財政局への ヒア リング

日 時 :平成 4年 4月 24日 (金)AMIO:00-ll:30

場 所 :横浜市企画財政局会議室

出席者 :横浜市企画財政局高齢化社会対策室 :細谷

住宅 ･都市整備公団 :高桑

(財)日本建築センター :園田,山田

1.横浜市における高齢化 ･高齢者対応の行政計画の状況について

●長期計画 ･実施計画等での対応方針

･平成元年11月に横浜市高齢化社会対策指針を策定Oその中では､高齢化社会

への対応は､市民､地域､職域の全般に対する課題であり､個人､家族､地域､

企業､労働組合等が一体となって取 り組むべきであるということが基本的な理

念 となっており､市民 も参加の委員会を設けて検討 した｡

･また､平成 12年までの構浜市の基本計画-21世紀プランーの中で も高齢

化対応については重要視 されており､それを受ける形で平成 12年までに7つ

の施策を展開するO例えば在宅支援センターは､80箇所を各区に均等に整備す

る予定である｡
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●地域高齢者住宅計画等の策定状況

･地域高齢者住宅計画は平成 3年度に策定｡ しか し､これは､どちらかという

と､その後に続 くシルバーハウジング ･プロジェク トの前提としてのスタンス

で､横浜市の高齢者住宅についてはむ しろ､平成 3年から5年まで3年間の予

定で検討を進めている､ ｢高齢者住宅対策指針｣で方向性を示す考えである｡

設計指針的なものと､計画的なもの-高齢者住宅の基本理念､需要量､必要量

等一について検討が進められているO (しか し､整備の必要戸数については､

市域のどの部分に何戸建設､までは詰められないと思 うが｡)

2.高齢化 ･高齢者対応の地域整備のあり方について

●地域の整備方針について

･昭和52年か ら､福祉のまちづ くり整備指針 も策定 されている｡昨年度一部

改訂 され､建築基準条例の中に盛 り込まれ､厳 しくなった部分 もあるが､基本

的には強制力はない｡費用は事業者負担が原則｡道路､公園等の基盤整備一道

路や市営の公園は現在既存のものを改修を進めている (段差解消､車止めの除

去等)である｡ また､市営地下鉄は昨年度以降の設計は全てエレベーター､エ

スカレーターを設置 しており､更に現在既存の駅舎にも設置を急いでいる (辛

成 12年までには全て設置する予定)｡ しか し､設置に莫大な費用がかかる駅

が3つあり､新 しい駅ができるほとの費用をかけてまで設置する必要があるか

どうか議論が分かれているところである｡

A｢福祉のまちづくり指針｣では､建築物に対する協議には民政局が担当 して

いるが､大規模開発に関 しては規定がなく､民政局との協議は必要でない｡今

後は ｢福祉のまちづ くり条例｣として強制力をもたせるか､あるいは建築基準

条例等の中に､ ｢民政局 との協議が必要｣の-項目を入れる必要が出て くると

思 う｡

●地域施設の整備方策について

･地区センターとは､高齢者専用施設ではなく､会議室､集会施設､図書室等

を備えた地域施設で､既に概ね40箇所程度整備 されている｡

･在宅支援センターとは､国でいうデイサー ビスセンターに､地域のボランテ

ィア活動の拠点を併設 したもので､横浜市独自のものである｡概ね 2中学校区

に1箇所として､各区に4-5箇所設置 していく予定で､エリア分けはできれ

おり､場所 も市有地でだいたいは見当をっけている｡ しか し､整備は遅れ気味

であり､更に国では 1中学校区に 1箇所のデイサー ビスセンターの整備を目標

としていることか ら､まだ不足 している状況である｡
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●在宅支援センターについて

･平成 12年までに在宅支援センター80箇所､地区センター80箇所を目標

に整備を進めている｡

･必要床面積は平均700mz程度､運営は原則として社会福祉法人への委託と考え

ているが､財政面等で市から何らかの援助をする必要は感 じている｡

･どの施設についても､高齢化率が高い地域に重点的に供給するのではなく､

全ての地域にまんべんなく設置することが必要｡若い団地の中に設置すれば周

辺の住民が利用できるし､やがては若い団地 も高齢化する｡

･障害者施設の建設は地元の反対 もあるが､高齢者施設について反対はまずな

い｡逆に障害者施設と在宅支援センターを複合させることで､障害者施設の建

設の説得材料としたこともある｡

･土地については､基本的に市有地の利用とし､今後は高齢者の専用施設とし

てではなく､市営住宅との複合等 も考えている｡保育園､特別養護老人ホーム､

障害者施設等の施設との複合化も有効と思われる｡また､公団､公社住宅との

複合化の必要性も出てくると考えられるので､積極的にお願いしていく方向で

ある｡高齢化率が20%を超えるような状況では､専用施設ではとても対応で

きない｡学校との複合は､目的外使用 となり補助金の関係で難 しいと思 うが､

中央区等で事例が出てきているので不可能ではないと考えている｡

●要介護高齢者関連の施設整備について

･特別養護老人ホームは､300床/年のペースで整備を予定 している｡今後

は特碁の機能も長期滞在だけでなく､ ショー トステイ､デイサービスを充実 さ

せ､在宅福祉サービスの拠点としての機能を重視 していく必要がある｡

3.高齢者関連の居住施設の整備について

●全体的方針

･高齢者住宅のみを集めるのではなく､地域社会､一般住戸との混在を基本に

考えていく方向である｡一般住宅の整備の中で高齢者住宅 も整備 していく｡

･平均寿命が80年を超えた状況で､高齢期まで住み続けられる住宅を供給す

るのは供給者側の責任であると考える｡公的機関はもちろん､民間をどこまで

指導できるかが課題となって くる｡理想的にはエレベーターや手す りの設置を

義務づけるべきであるが､過渡期の現状では､何らかのインセンティブとして

の施策は必要｡

●公共住宅での展開

･ヴィンテージ･ビラや､公団のシニア住宅は､一時払いの入居金が高いため､

ll18--

入居できる層は財産形成に成功 した､高所得層であると思う｡そういった施設

を誘致するよりむしろ､退職 した平均的なサラリーマンが誰でも高齢化 したら

入居できるような高齢者住宅の建設を進めていきたいO

･そのためには､市営､市公社によるシルバー特賞やシルバー-ウジング制度

の利用､また県､公団､公社等の他の公的な供給主体に対 しても整備を依頼 し

ていく｡

●その他

･平成4年 10月から市単独事業 として､住宅に困窮する低所得の高齢者に対

して家賃補助を実施するo市民か らの問い合わせの中には､古い公団に居住 し

ていて建て替えによって家賃が上がり､その差額を補助してくれないか､とい

うものも多い｡また､昭和 30年代､40年代に建設されたものは5階建てま

ではエレベーターが設置されておらず､上階に居住 していて高齢化 して階段の

昇降が困難になり､周辺の民間住宅に移らざるを得ない人もいるが､基本的に

民間賃貸住宅に対 しての助成なので対応できないでいる｡

4.その他

･ニュータウンの開発等において､特定の世代が偏 って入居するのではなく､

当初から多種多様な世代を入居させることができないか｡-ペア住宅､同居可

能住宅､高齢者住宅と一般住宅との併設等-｡保育園の不足からはじまって､

小学校､中学校と不足し､次の段階でそれらの施設が余るようなまちづ くりで

は､ニュータウン全体が一気に高齢化 してしまう｡

･開発当初の基盤整備の段階から､バ リア71)-の発想の立った仕掛 も必要｡
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参 考 資 料 3 地 域 男Tl高 歯令イヒノ＼ 亡コ率 の 現 況 と 推 計

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 .2020* 2025年

日本全体 10.3 ll.93 14.12 16.26 ~18.02 19.96 22.54 23.56 23.37

東京都 8.8 10.4 12.5 14.9

千葉県 7.9 9,4 ll.3 13.7
埼玉県 8.2 ll.8 17.1 21.3

横浜市 7.3 8.6 10.7 13.1

多摩NT 2.78 3.81, 5.47 8.42 12.57

1.県別等高齢者人口率推計高齢者人口率推計

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年
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● 都道府児別の高齢人口比率の比較

高齢人口比率の高い児 高齢人口比率の低い県

1.島根県 15:3% 1.埼玉県 7.2%

2.高兜児 14.5% 2.神奈川県 7.5%

3.鹿児島県 14.2% 3.千葉県 7,9%

4‥鳥取児 13.7% 4.大阪府 8.3%

5.長野児 13.6% 5.愛知県 8.5%

-Ff村 Ea努詞兼 1985年

出典 :全 国一図説 高齢者白書 1991:全国社会福祉協議会

東京都一東京都の高齢者福祉施策の概要'90:東京都
千葉県-さわやか ハー ト千葉 5カ年計画 H3.3:千葉県
埼玉県-シルバー-ウジング構想策定調査報告書 H2.3:埼玉

多摩NT-多摩市高齢者住宅計画 H3.3:多摩市
港北NT一港北NT内における高齢化対応施設のあり方に関す

る調査報告書 H3.6:住宅･都市整備公団



区 分 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年
(昭和55年) (昭和60年) (平成 2年) (平成 7年) (平成12年)

全国 人 口 117.060 121.049 124.225 127,565 131.192

65故以上 10.647 12.468 14.819 18.009 21,338

稚 成 比 9.1 10.3 ll.g 14.1 16,3

老年人口指数 13_5 15_1 17,2 20.7 24.7

t京都 人 口 ll.423 ll.612 ll.698 12.110 12.280

65歳以上 871 1.025 1.215 1.510 i,860

練 成 比 7_6 8.8 10.4 12.5 14_9

賢料 全国 1980年 (昭和55年)総耕庁統計局 r昭和55年国勢調査｣､1985年 (昭和60年)総務庁
統計局 r昭和60年国勢笥査J､1990年 (平成 2年)以降はLF生省人口問題研究所 r日本の将来
推!十人口 (昭和61年12月推計)j
東京都 1980年 (昭和55年)～1990年 (平成 2年)は r住民基本台張による東京都の世帯 と
人口 (各年 1月 1日)∫､1995年 (平成 7年)以降は東京都長期計画懇談会 r中間のまとめ)
による人□予測

士年人口7tEt- 1g主±曾壬生只｡ ×100

-120-

東京都の地域別､年齢別人口

区 分 人 口 (人､%)

言ナ 区 部 市 部 郡 部 島し上部 言十 区部 市印 珊 上一耶
総人 口 ll,698.㈲ 8.091.701 3.441.474 131,678 33.207 loo loo 100 1∝) loo
釦艶臥上 1.791▲771 1.314.潤 450.469 ia857 8.352 15.3 16.2 13.1 14.3 25.2

65亀以上 1,215.356 899.356 296,962 13.101 5,937104 111 86 100 179

7胤 上 7弧914 589.681 191.383 &865 3,985 6.8 7_3 5_6 6,7 12.0

75鼓以上 481,3S6 358.392l資料..r住民基本台帳による東京朝地 115,075I世帯と人口 5,485F 2.444r4_1(平成2年1月1日)∫ 4_4l3-3f4-2f7,4



3.高齢者人口率

千 葉 県 図 9.02

-121-
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年次区 分1-qf B ＼ 招和6D年目885) [ = 亙 =] JP丘7年(.1995) ZP成lZq:(○jf)(2080)六Li {成比 ISBO一一一SBSt●UIl t Jl成ttlSB5-199D仲u事 事 PIlfltt ほ うO-199514 U * 蛙 1995-2000'仲U革
ピ 人 口 5.日8 / I_7%ljやうー/ )r5%5.9BD:･/ I_5% 1.8%

年q:Tg.V加人口JI 目 fr;増JJ 71孟 ES 83小42/ BL～9` 5～ //′ め33:~52÷/ TL +

8-l4 htl5-.-39土d0 -- 6d At 1.lS～1.9)91.568407 E3.～%38.4%30.5%7ー99岩 ▲0_5%0.6%4_5%4.3% 1_0522.042[.9dO I-(跳 ;2.II612.lE)0:6相 ･163536日B%d%5%3% 0̂_9%I).)S2.4%5.4% I_0642.柑12.255BEK) 18.5兎34.2%.35.2芦●13-1_% I.5%8.7%0.7%Sr4%

.Ll川u.さわやかハー トちば 5カ年計画 =3･311
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参 考 資 料 4 高 齢 者 の 行 動 特 .l生 と 交 通 基 盤 等 整 備 の 課 是亘
(1)移動制約の状況

･高齢者は､非高齢者に比べて転倒によ f, ･階段の昇降､小走 りは無理 しなければ :(

負傷が多い｡ きない人が多い｡

図12 一般負砧の転倒･転落者の割合 図-4 高齢者のハンディキャソプ者の割合

高論者(65歳以上) サンプル故18.902人)

｢ -66gL41例 制 覇

井高爺書 (65議以下) サンプル鼓(34052人)

東京消防庁.昭和60年1年間 (卜12月)
･1ンラバヤップが大 きくなるほど外出 しな くな
る｡⇒ノ-マライセ一泊ンが達成 されていない｡

委-2 ハンディキャップレベル別トリソプ鞍と外出率

サン九故 トリワ花女 外出率(%)グロス 一丁ト

塞 で抑1 65 1.03 2.09 46.2
無理すLtlできる 72 2.47 2.92 84_7

息切れする 53 2.36 2.98 79.2

菜mきる 172 2.46 2.96 83.1

賢 で幼い 18 0.56 2.00 27.8 .

無理すLtZできる 49 1.70 2.7a 61.2

息切れする 119 2.20 Z.81 78.2

･60歳を こえると身体障害者率の高まりが
早 くなる｡65歳以上の身体障害 7割以上｡
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階段の昇降 小走り

･65歳をこえると､階段の昇降が加歳に比
例 して困難になってい く｡

図-5 年iS別件段昇降困れ者の割合
出現事
(㌔)

図-3 1.000人当たりの身体群書老人数 80

/i1 70

88.0 60

x特段の昇降がrできfJ:い｣
yl106xl8757r±0687

0階段の昇降が｢できない｣
｢ibZ理すればできるj
y=236x-14i35r=0889

18 20 30 40 50 60 65 LR 年
Ig 29 39 49 59 64 69 上 齢

6061636567697173 75 7779 8183三三
I ～ ～ ～ ～ l 1 ～ ～ ～ ～ 1 第
62646688 70727J 7878808281

連 荘各空 間 整 イ滞 カーら み tニ移 動 帝Tl糸勺者 ･の 完≡義

表 2- 1 道路空間髪偏における移動制約者の分真東

移 動 の 手 投 該当する随喜の塩類

肢体不自由 辛衡機舵 内節 ーヨ戸7号五 聴隻 視隻 ~~訂同齢 脂性蘇痩 精棉青蛋上肢 下肢 体幹

身体障香にIる歩行囲戟 車いす使用 電動 .手動重いすの他､歩行器､ショッピングカー､乳母重を使用する者 @ ◎ i○ 】○

杖等の使用 杖､松葉杖等の用具を使用する者 ◎ ◎ ○!○I i○ ○

用具等を使用しない 歩行のための械器を使用しないが､歩行困難や危険性を伴う者 ○ ○ ○ ◎ ◎ 】◎ ◎

情#醍書による歩行困難 視隻障害 一白 杖使 用 白杖を使用し､昔､匂し)等の変化にも注意して歩行する者 I ◎

盲導犬使 用 盲導犬の助けを借りて歩行する者 ◎

弱 視 視覚認知が少しはできるが歩行困難や危険を伴う者 ◎

音声 .言語障害 通常歩行には問題ないが歩行中の意志伝達に障害のある者 ◎ 垂 ○

◎主に該当 ○一部該当

(出典 :秋山哲夫 ｢高齢者 ･障害者の交通政策 と交通計画｣/都市計画Mo.1521988)
-1241

(出典 :福祉のまちづ くり推進のための調査研究/東京都福祉局 S61)
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(2) 高 齢 者 の 行 動 レ ベ ル に お け る 類 型

約 85%の 高 齢 者 が ､ バ ス ･電 車 で の 外 出 が 自 由 に で き る ｡

日常生活Jb作絶力をr60年羽 田Ⅱ-2 87R生活b作能力(tiLにできる)
壬｣雌 してみると. ｢℡漸 こ

できる｣DJ合が､全ての項Elに

おいて高くIlつている.

(園皿-2)

表Ⅱ-2 B来生IS動作能力(JS含 )- 性､年k勝抜別

也政 ノヾ でス外･出電 自立｣声 家 不良 自内 由で ILけ し 少しは動く 撞 あさ まて りは動くかるtiが い 漢たり届きたり は8とたん きと り 8たきり まgLつたたくきの り 不明

槌 鞍 (描 .50, 型退 191 1.2 .-4 0.8 0-6 0-3 0-5 -

刀 (去芸 60,墜 旦 LB 0.8 1-4 0.7 0-5 03 0-5 -

女 ,i?80諾,BZj3 iZi L4 1.4 0-9 0-6 0.4 0.6 -

65-69故 (去誤写,旦 且 31 03 0.6 0.2 0-2 - 0-0 -

70-74故 loo.0 90ー7 7.1 0.4 0.8 0_5 0.2 0.1 0.2 -

(2,457)- -100.0 806 140 16 17 09 05 03 04 -75-79城

80ZB:以上 詣 P)旦 旦 _牡 旦 3.8 3.9 2.7 ー2.. 1.6 2.4 -

障 害 の な い 高 齢 者 は 約75,0,岩､ 軽 い 障 害 の あ る 高 齢 者 は 約 2OO/0. 要 介 護 高 齢 者 は 約 5%で あ る ｡

tb作能力1型

動作他力類型でみる ｢ねたきりの漏出者｣と ｢ねたきりに近い有給者｣を合わせた ｢ねたきり等

の芯齢着｣は362%である. r60年!q査Jにおいても362ガとflっている｡

東京都内の在宅の ｢ねたきり高齢者Jは17.300人､｢ねたきり苛の高点者｣は26.700人であり.

これら rねたきり等の布B者Jは44.000人と推計される.

r比較的まいPL音のある高B者｣は265ガで.r60年91暮Jに比べ059ポイントtf加した..

rねたきり等の高k5着｣に ｢比較的書い辞書のある高お者｣を合わせた ｢安介3高i5着Jの8lL合

は6275t;で推計は76.200人である.(まⅡ-3)(表皿-4)

土Zl-3 事介ZI7Er暮のNL什
(人･36)

本 ZT 盃 60年乃重 55年 珂査

rtIt 出現率 推計故 出現率 推計王女 出現率

｢ ねたき｡等の高曲者 Ltd.0()0 3.62 37,100 3_62 43.500 Ll.99

要介ZI高■3IL ね た き り高齢者 ]7.300 1_42 15.200 】.48 14.100 1.62

布 お _者 26.780 2.20 21,900 2.14 29.400 3.37

ホ At 書 32200 2_65 21.100 2ー06 47.200 5_42

2Ⅰ8.800 色 ) 228.100 22.26 776.000 89.08

㊨ - さ｡- rまったくの- き｡｣rわ,=きりJrほとんど- き｡｣
ねたきりに近い高k者 rまたり点きたり｣r丘さては来るがあまり動か11い｣

比較的重い辞書のある高R看 r全く(ほとんど)叩こえない｣｢全く(ほとんど)
見えないJr手伝わIlt､と入浴できない｣7-1ど

東 京都の高鈴音入口

｢住民基本台場による東京都のせ笛と人口｣(東京都総研局 )による｡

兼Ⅱ-l th作IE力A型- 1i･年RFfm別 lo

(出 典 :高 齢 者 の 生 活 実 態 ･棄 京 都 社 会 福 祉 基 礎 調 査 報 告 書 / 東 京 都 福 祉 局 H2)
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